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1985-2014
経営ビジョン・中期経営戦略と
事業展開の歩み
日本電信電話株式会社の設立
　1984 年 12 月 20 日、電電改革三法案が可決され、日本電信電話公社

( 電電公社 ) の民営化が決定されたことを受け、1985 年 4 月 1日に資本

金 7,800 億円、従業員数 31 万 4,000 人、総資産約 10 兆 5,200 億円の日

本電信電話株式会社 (NTT) が新たに誕生しました。

　民営化を契機に、それまでの『公衆電気通信法』は『電気通信事業法』

に改正され、電話機や回線利用制度が自由化されました。

　新生 NTT が出発するに当たって、社員が環境変化に対応した弾力的

な行動がとれるように組織を編成することも課題の一つで、民営化を機

に、行政的・官僚的公社体質から営業主体の NTT へ組織上の変身を図

りました。

　新組織の編成は、新会社の理念である「お客さま重視」「経営の効率化」

「社員の働きがい」を実現することを基本に、①事業部制の導入、②競

争に対応した事業部の編成、③戦略機能の確立と管理機関のスリム化、

④現場機関の活性化とお客さまサービス業務の一元的運営を柱としまし

た。

新生NTTの企業コンセプト
　NTT が民間企業として、新たな企業理念を確立し、

あるべき企業イメージを形成するため、CI(Corporate 

Identity) を導入しました。

　NTT のコーポレート・シンボルマークの愛称は、「ダ

イナミック・ループ」です。

　この新しいシンボルマークは、“ コミュニケーション

を通じ、人間社会の発展、人々の豊かな暮らしのお役に

立ちたい、そのため、お客さまを発想の原点に、常に未

来を考えダイナミックに自己革新を続け、真に世の中の

役に立つヒューマンな企業を目指す “ という NTT 全社

員の決意を象徴しています。

　出発当時の企業コンセプトは、「未来を考える人間企

業」――コミュニケーションの原点である「人間」のぬ

くもりを感じさせる企業、社員一人ひとりの人間として

の創造性あふれる資質を最大限発揮できる働きがいのあ

る企業、社会のニーズに謙虚に耳を傾け、限りない未来

に向け人間と技術の調和ある発展をダイナミックに目指

す企業――でした。

株式の上場
　1986 年度に実施した政府保有のNTT 株式 195 万株の

売却に引き続き、1987年 2月 9日に、NTTの株式を東京・

大阪・名古屋等の各証券取引所に上場し、「名実ともに

民営化」企業としてのスタートを切りました。

　その後 1992 年の日本電信電話会社法 ( 以下 NTT 法 )

の改正に伴って外資規制が緩和されたことにより、海外

証券取引所への上場の道が開かれ、1994 年 9月にニュー

ヨーク証券取引所、10 月にロンドン証券取引所への上

場を果たしました ( ロンドン証券取引所は 2014 年 3 月

に上場廃止 )。
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有利子負債の削減と設備投資のための資金調達の機動的運用
　民営化以来、NTT は借り減らしを

中心とする財務戦略に努力を払って

きました。民営化時に 5 兆 252 億

円という膨大な有利子負債を電電公

社から引き継ぎましたが、1995 年

3 月末時点で、有利子負債は 3 兆

4,595 億円まで減少しました。

　その一方で、毎年 2兆円近い設備

投資を続けており、その資金調達

を有利な条件で機動的に行うべく、

様々な取り組みを行いました。

　一つは、国内外で有利な資金調達

を行うため、国際的格付け「トリプ

ル A」を取得しました。また、1987

年 5 月の社債発行に際し、従来のスポット的発行をや

め「プロポーザル方式」への転換に踏み切りました。さ

らに 1991 年 12 月からは「均一価格販売方式」を導入

しました。

グループ戦略
　民営化によって NTT は、電気通信事業の独占権を失

いましたが、一方で事業展開の自由度は飛躍的に広がり

ました。

　新規参入事業者との競争に対抗できるよう組織の合理

化とスリム化を推進する一方、事業の多角化と領域の拡大

を目指し、新しい分野への積極的な参入を開始しました。

　NTT のグループ企業戦略は、その設立の性格から 3

つの分野に大別できます。

　第 1の分野は、事業領域の拡大を目指した新規事業

会社です。

　第 2の分野は、事業部切り出し型と呼ばれる事業分離

型です。事業部を丸ごと NTT 本体から切り離すもので

した。NTT データ通信 ( 当時：現在の NTT データ )、全

国の各 NTT 移動通信網 ( 当時：現在の NTT ドコモ ) な

どがこれに当たります。

　第 3の分野は、NTT 本体の専門機能を集約・特化し

て分社化する機能分社型です。NTT 本体としても展開可

能な分野を、あえて分社化することによって専門性を高

め、生産性を向上させるという狙いが込められており、

NTT ファシリティーズなどがこれに当たります。

　1995 年 4 月、NTT データ通信は東京証券取引所第二

部への上場を果たし、これにより NTT が得た売却益は

約 474 億円に上りました。

NTTの再編成
　NTT 法の附則第 2 条の「会社設立から 5 年以内に、

会社の在り方を見直す」という条項を受け、NTT の経営

形態についての見直し議論がはじまりました。

　電気通信審議会の答申、行政改革委員会規制緩和小委

員会の報告、公正取引委員会の研究会報告、経団連情報

通信委員会の提言、政府・与党内の議論を経て、1997

年 6 月に改正NTT 法が成立し、純粋持株会社の解禁と、

持株会社と地域会社 2社は特殊会社となり、長距離会

社は完全な民間会社とされました。

　1999 年 7 月 1 日、NTT は持株会社の下で東日本電信

電話株式会社 ( 以降 NTT 東日本 )、西日本電信電話株式

会社 ( 以降 NTT 西日本 )、エヌ・ティ・ティ・コミュニケー

ションズ株式会社 ( 以降 NTT コミュニケーションズ ) の

3社に再編成されました。

　再編成後の NTT グループトータルの事業運営におい

ては、①持株会社が、改正NTT 法に定められた助言、あっ

せんその他の援助、株主権等法的に認められた権限のも

とで、グループ統括・調整機能を発揮し、公正競争条件

■有利子負債の推移

億円
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〔注〕グラフ上の数値は対前年度増減額、（　）内は対前年度増減率 (%)
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（「NTTの10年 1985-1995」より抜粋）
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を遵守しつつグループ各社相互の連携を強化する、②持

株会社のグループ戦略の下、東西地域会社、長距離会社、

既存グループ会社が、自立的な機動的運営により独自性

を発揮しつつ、ダイナミックに事業を展開することによ

り、NTT グループとしての総合力を確保し、グループトー

タルとしての企業価値を高めることになりました。

「NTTグループ3ヵ年計画」の策定
　再編成後、持株会社はグループ運営を進めていく上で

の基本的考え方を整理するとともに、NTT グループと

しての考え方を具体化していくための経営戦略として

「NTT グループ 3ヵ年経営計画」を策定しました。

　2000年4月に発表した「NTTグループ3ヵ年経営計画」

は、再編成を従来の電話中心の事業から「グローバル情

報流通企業グループ」への変革を目指し、新たな事業の

開拓に取り組む機会と捉え、グループ全体として目指す

事業の方向付けを行うとともに、これに基づくグループ

各社の取り組みをまとめるため NTT グループとして初

めての 3ヵ年経営計画 (2000 ～ 2002 年度 ) として策定

したものでした。

　毎年策定する 3ヵ年計画は他にあまり例を見ないもの

でしたが、激変する情報通信業界の中で NTT グループ

として対応をしていくためには、毎年ローリングで戦略

計画を作り、全体で議論し意識合わせをしていく手法が

必要でした。この中では、需要の性格がどう変わるか、

どんな事業開拓をするか、どう世の中に働きかけるかと

いうグループ横断的な経営課題を盛り込み、グループ戦

略という特徴を前面に出しています。

構造改革への取り組み
　こうした中、加入電話は予想を超

えて減少が進み、「長期増分費用方式」

の導入による接続料金の大幅な値下

げや競争激化によるお客さま料金の

相次ぐ値下げにより、NTT 東西は収

益の悪化に直面しました。

　このような状況に対応するため、

1999 年 11 月、持株会社と NTT 東日

本、NTT 西日本は「人的コストの削減」

と「設備投資削減」を中心とした「中

期経営改善施策」を発表しました。営業拠点の統廃合、

本社・間接部門のスリム化など業務運営全般にわたる徹

底した効率化を推進するとともに、4,000 名程度の人員

再配置を実施しました。設備投資削減に関しては、NTT

東日本、NTT 西日本において、2000 年度～ 2002 年度

の 3年間で設備投資を約 9,000 億円削減することを掲げ

ました。

　さらに、2001 年 11 月、持株会社、NTT 東日本、NTT

西日本は「NTT 東西の構造改革について」を発表しまし

た。

　具体的には① IP 系ブロードバンドインターネット関

連サービスを中心としたサービス・収益構造改革、②一般

物件費・グループ事業委託費及び投資構造見直しなど抜

本的コスト構造改革、③競争力強化に向けたマーケット

プライスでの事業運営を展望したオペレーショナルな業

務などの大胆な委託化と退職・再雇用スキームの導入、

④ドコモ等グループ内人員再配置のさらなる拡大とグ

ループ外流出業務の還流による人員再配置などの各種施

策に取り組んでいくこととしました。「雇用形態の多様

化」として、51 歳以上の社員に対し、NTT 東西を退職

しアウトソーシング会社に再雇用する仕組みを導入し、

NTT 東西社員の 6割程度の約 6万人、既存子会社 (NTT-

ME 等 ) を含めれば約 10 万人をアウトソーシング会社へ

移行しました。

　NTT 東西は、その後も収益構造改革や業務の効率化を

継続的に推し進めています。

NTT グループの収入構造の変化

合計

SI・データ通信

（兆円）

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 年度

移動電話

固定電話

12

10

8

6

4

2

0

〔注〕「SI・データ通信」にはモバイル・コンピューティングを含む

1999 年 7 月再編成1994 年 1 月マルチメディア基本構想

（NTTグループ社史〔1995-2005〕より抜粋）
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「NTTグループ中期経営戦略」の策定
　情報通信市場の急激な変化に対応して、お客さまの

ニーズを満足するサービスを提供するために、グループ

としての明確な経営戦略が必要との判断に立って、2004

年 11月に「NTTグループ中期経営戦略」を策定し、安心・

安全で便利なネットワーク環境の実現とブロードバンド

アクセス基盤の構築に向け、グループの総力をあげて取

り組むこととしました。以降、2008 年には「サービス創

造グループを目指して」、2012 年には「新たなステージ

を目指して」を発表し、グループの経営戦略を打ち出し

てきました。中期経営戦略に基づき、最先端のブロード

バンド環境の構築と、それらを活用したサービスの創造

やグローバルなビジネス機会の創出を実現してきました。

グローバル化の推進
　世界経済の先行きが不透明感を増す中、多くの企

業がさらなる成長を求めて、新規事業の開拓やグ

ローバル化を加速させ、同時にクラウドに代表され

る新サービスの展開もグローバル規模で加速してい

ます。NTT グループはアプリケーション、インフ

ラ、ネットワークまで網羅した視点でお客さまをサ

ポートする唯一のグローバル・パートナーとして、

お客さまの様々なビジネス環境に対応できる包括

的なクラウドサービスの提供を目指してきました。

2010 年には、世界 49 ヵ国に拠点を持つDimension 

Data、北米を中心とした 11 ヵ国に拠点を持つ Keane ( 現

在の NTT DATA, Inc.) を買収し、これまでのアジア、欧州、

米国に加えて、豪州、南米、アフリカ、中近東なども含

めたグローバルにワンストップでトータル ICT サービス

を提供できる体制を整えました。

　クラウドサービスの強化に向けて、2012 年 11 月に米

国 Centerstance を買収しました。また、2013 年 6 月に

は米国に本拠地を置き、マネージド・セキュリティ・サー

ビスを提供する Solutionary と、同社の全株式を取得す

ることで合意しました。

　2014 年現在、196 の国／地域で、10,000 社以上のグ

ローバル企業ユーザに、IP-VPN 等のデータ通信ネット

ワークや、インターネットアクセス等のグローバルネッ

トワークサービスを提供しています。また世界で 250以

上のデータセンター ( 以下 DC) を運用し、DCスペース

を提供するコロケーションや、機器等をスペースとセッ

ト提供するホスティングといったサービスを提供してい

ます。海外 78 ヵ国、約 71,000 名の従業員が、IT コンサ

ルティング事業、システムインテグレーション事業、ア

プリケーションマネジメントアウトソーシングやビジネ

スプロセスアウトソーシング等のアウトソーシング事業

ならびに SAP や Oracle などを活用したアプリケーショ

ンサービスを提供しています。

業績の推移
　1985 年の民営化、1999 年の再編成を経て、市場の構

造的な変化と熾烈な競争環境の中で、2005 年以降は長

らく減収減益傾向が続いていました。固定電話市場の規

模縮小が続いたこと、移動通信市場において競争力強化

のために料金割引を行ったことなどがその要因でした。

それに対応し、固定通信や長距離通信の分野では厳しい

構造改革と財務基盤の改善を進めてきました。

　中期経営戦略に基づいて進めてきた光ネットワークの

構築にほぼめどがついた 2011 年 3 月期決算以降、長ら

く続いた減収減益傾向が、増収増益傾向に転換しました。

2011 年 3 月期は NTT 東日本、NTT 西日本、NTT ドコモ

が着実に増益を達成した結果、7期ぶりの増収増益とな

りました。要因として、毎年 2兆円を超えていた設備投

資が一段落したこと、各事業会社で進めてきた構造改善

が一定の成果を上げたことが考えられます。

　また、2011 年度からはDimension Data や NTT DATA, 

Inc. などの海外売上の増加が営業収益の増収に大きく寄

与してきています。

グローバル・クラウドビジネス推進体制

R&D

クラウドサービス

アドバイザリー
サービス

移行
サービス

運用
サービス

マネジメント
サービス

アプリケーション／
ソリューションサービス

マネージド ICTサービス

データセンター／
ネットワークサービス

P9_1.indd   1 2015/03/30   5:59:11

※2014年度現在のグローバル・クラウドビジネス推進体制
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アニュアルレポート2006より抜粋

次世代ネットワークの基本コンセプト

安心・安全・便利なネットワーク
　輻輳時のトラヒックや不正トラヒックの制御機能、

サイバーテロや自然災害などの物理的打撃への対応力

を具備するとともに、各種サービスに応じた品質、帯

域を確保することにより、既存の固定電話網の「品質・

信頼性・安全性」と IP ネットワークの「柔軟性・経済

性・オープン性」を兼ね備えた安心・安全・便利なネッ

トワークとしていきます。

サービスのシームレス化に対応したネットワーク
　IP ベースで県内／県間、東日本／西日本、固定／携

帯のシームレスなサービスの提供を、現行法の枠内で

公正競争条件を確保しつつ、グループ内の連携により

可能とするネットワークとしていきます。この次世代

ネットワークにより、高速インターネットアクセス・

IP 電話・映像配信のトリプルプレイサービスを提供す

るとともに、双方向映像 (データ )コミュニケーション・

FMC(Fixed Mobile Convergence) などの提供も図って

いきます。

オープンなネットワーク
　音声通信のコネクティビティ ( 相互接続性 ) は現行

通り確保するとともに、アプリケーションサービスプ

ロバイダー、情報家電ベンダーや映像配信事業者など

の様々な事業者が次世代ネットワークを活用して多彩

なアプリケーションサービスを提供できるオープンな

ネットワークとしていきます。

　2006 年 3 月期には、前年度に実施した値下げの影響などもあり、音声関連収入が引き続き減少しましたが、光アク

セスサービス「Bフレッツ」や「FOMA」の販売の増加により IP( インターネットプロトコル ) 系・パケット通信収入

が拡大するとともに、システムインテグレーション・端末収入も増加しました。この結果、営業収益は 10 兆 7,411 億

円となり、前期に引き続き減収となりましたが、減収幅を縮小することができました。一方、営業費用については、引

き続き人件費や減価償却費の削減などの事業の効率化に努め、前期比0.5％減の9兆5,504億円に抑えました。この結果、

営業利益は1兆 1,907 億円となり、前期比1.7%減にとどめることができました。依然として減収・減益ではありますが、

2005 年 3月期の減収幅 (2.6％ )、減益幅 (22.4％ ) に比べて縮小しました。

　NTT グループは、2004 年 11 月に「NTT グループ中期経営戦略」を発表しましたが、2005 年 11 月 9 日、その実現

に向けた次世代ネットワーク構築のロードマップ、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開について取りまとめ、

「NTT グループ中期経営戦略の推進について」として発表しました。

次世代ネットワークの構築
　NTT グループは、お客さまが “より高速で快適 ”、“ 安心・安全 ”、“ いつでもどこでも何でもつながる ”ブロー

ドバンド・ユビキタスサービスを提供するネットワーク環境を実現し、多彩なアプリケーションサービスを “簡単・

便利 ”にご利用いただける次世代ネットワークを構築することで、個人やコミュニティにとっての豊かなコミュニ

ケーション環境の創造、企業活動の効率化や新たなビジネス機会の創出などに寄与していきます。

2005(平成17)年度

「NTTグループ中期経営戦略の推進について」を発表
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2005年度ニュースリリースより抜粋

次世代ネットワーク構築に向けたロー
ドマップ
STEP1：2006 年 12 月から、情報家電ベンダー、サー

ビスプロバイダー及び他キャリアなどに広く

参加を求め、次世代ネットワークの本格導入

に向けた技術確認を行うためのフィールドト

ライアルを開始します。また、固定系につい

ては、NTT 東日本及び NTT 西日本の IP 網に

中継ノードや光波長伝送装置を導入して次世

代ネットワーク中継系の構築に着手します。

STEP2：2008 年 3 月期の下期から、光加入者線を収容

するエッジノード及びサービス制御機能を導

入して次世代ネットワーク加入系の構築に着

手するとともに、次世代ネットワークによる

サービスの本格提供を開始 ( 既存 IP 網にオー

バーレイする形で面的に展開 ) します。

STEP3：NTT ドコモによるスーパー 3G の導入を契機

とした移動網用エッジノードの導入及び ATM

網 ( 音声 )の IP 化に合わせて、移動系とのシー

ムレス化を実現します。

　グループ内リソースの有効活用により事業効率の向

上を図るとともに、現行法の枠内で公正競争条件を確

保しつつ、サービス・技術の融合化に対応することに

より、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開を

積極的に推進していきます。

　そのため、ネットワークサービス / 上位レイヤサー

ビス / 法人サービスのサービスごとに各社の役割分担

を明確化するとともに、グループ内の連携の強化、他

社との積極的なアライアンスを推進していきます。

(1) ネットワークサービス
　次世代ネットワークについてはNTT 東日本・NTT 西

日本・NTT ドコモグループが構築し、固定 ( 県内 / 県間、

東日本 /西日本 )/移動の IPベースのシームレスなサー

ビスを提供していきます。また、NTTコミュニケーショ

ンズは、法人のお客さま等にソリューションを含めた

ワンストップなサービスを提供していきます。

i) 固定系 
　光サービス (B フレッツサービス )は最近における需

要の急増により 2005 年 9 月までに既に 230 万のお客

さまにご利用いただいていますが、次世代ネットワー

クによるサービスの高度化・多様化・高信頼化により

普及拡大をさらに加速化し、2010 年度には 3,000 万

のお客さまにご利用いただくことを目指します。

　具体的には、より高速・快適なブロードバンドイン

ターネットアクセス機能の提供、多チャンネル・複数

番号サービスなど IP 電話ならではのサービスの拡充、

IP セントレックス機能などの高付加価値機能の充実、

準定額制などの料金体系の多様化・フラット化の推進、

TV 電話をはじめとする高品質の双方向映像コミュニ

ケーションサービスや大容量データの双方向通信サー

ビスの充実、高品質の VOD( ビデオ・オン・デマンド )

サービスや IP ベースでの TV 放送サービスを可能とす

るための映像配信用マルチキャスト通信機能の充実等

を推進していきます。

ii) 移動系
　NTT ドコモグループは、高速・大容量データ通信

を 可 能 と す る HSDPA(High Speed Downlink Packet 

ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開
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Access) やスーパー 3Gサービスの導入により、高速・

快適な映像・音楽・テキストの配信サービスや映像コ

ミュニケーションサービスを提供するとともに、「生活

ケータイ」をキーワードとして、携帯端末への電子マ

ネーやクレジットカード機能の拡充に加え、GPS( 全地

球測位システム ) 機能等を搭載することにより、生活

のあらゆるシーンにおける携帯端末の利用方法の多様

化を推進していきます。

iii) FMC( 固定・移動融合 )
　固定網の内線電話機と移動網の携帯電話機とを共用

できるWi-Fi と FOMA とのデュアル接続機能を持つ一

体型端末 (One Phone) を個人のお客さま向けに提供す

るとともに、例えば不応答時等に固定・移動間で転送

する機能の提供や料金のセット割引等をタイムリーに

展開できるよう準備を進めていきます。

　さらには、次世代ネットワークの導入によって、

Wi-Fi や WiMAX などのブロードバンド無線技術と組み

合わせた、より高度で柔軟な固定・移動間のシームレ

スな通信サービスを提供していきます。

(2) 上位レイヤサービス ( インターネット接続・
ポータルサービス等 )
　グループ各社が提供しているインターネット接続、

IP 電話 (050)、映像配信 ( プラットフォーム・コンテン

ツ提供 )、ポータルサービスについては、事業主体を

一体化することにより、設備・オペレーションを統合

するとともにコンテンツ調達の一元化を図ること等に

よって事業の効率化を推進していきます。また、これ

らの事業を垂直的に統合することにより、上位レイヤ

サービスの柔軟な組み合わせによるパッケージ化・ポ

イント制の共通化等による新たなビジネスモデルの構

築を推進していきます。

(3) 法人サービス
　法人サービスについては、法人のお客さまへの一元

的対応、固定・移動のトータルソリューションの強化、

ネットワークとソフト・情報システムのトータルソ

リューションの強化を図るとともに、他社とのアライ

アンスの一層の推進による新たな事業展開を図ってい

きます。

　また、今後拡大が見込まれる OSS( オープンソース

ソフトウェア ) を利用したソリューションを強化する

ため、グループ各社に分散しているOSS 関連業務を統

合して、システム開発から運用までの一元的なサポー

ト体制を構築するとともに、戦略ソフトウェアの開発

力を強化していきます。さらに、決済手段の多様化の

進展や個人認証のための IC カード利用などのアプリ

ケーションの拡大に対応して、IC カードによる個人認

証技術や暗号化技術を活用したカードソリューション

を強化していきます。

(4) 通信・放送融合
　通信・放送融合に積極的に対応することにより光サー

ビスの普及拡大を図るとともに、映像配信プラット

フォームビジネスの充実、コンテンツホルダーの方々

とのアライアンスによるコンテンツ配信ビジネスの拡

大を図っていきます。

　地上デジタル放送の IP 方式による再送信に向けた制

度改革の動向に合わせ、2005 年度の総務省の調査研究

に対応していくとともに、今後の IP 再送信のサービス

開始に向けて、グループ内の映像配信プラットフォー

ムの統一化、技術規格策定への積極的な参画、TV 端末

メーカとのアライアンス等を推進していきます。

　また、光ファイバを用いた有料多チャンネル TVサー

ビスの販売運営会社を放送事業者と共同設立すること

や、携帯受信機向け 1セグ放送の開始を契機とした新

たな通信・放送融合サービスを地上波放送事業者との

提携により開拓する等、放送事業者とのアライアンス

を推進していきます。また、VODサービスのコンテン

ツ充実等に向けて放送事業者等とのアライアンスを推

進していきます。

(5) 国際ビジネス
　国内・国際一体となったグローバルサービスへのニー

ズの高まりや競争のグローバル化が進展する中、NTT

グループは、これまで国内で展開してきたブロードバ

ンド・ユビキタスサービスに関連するノウハウ・研究

開発成果等を活用して、関連機器メーカ等と連携しつ

つ、積極的に海外での事業機会を創出していきます。

また、わが国の国際競争力の強化に貢献する観点から、

ITU や WSIS( 世界情報社会サミット ) などの場を通じ

た国際標準化活動等に積極的に参画していきます。こ

のため持株会社内に国際室を設置し、グループとして

の国際事業戦略や国際標準化戦略の立案、グループ各

社の国際事業のコーディネーション等を行います。



13

　2004 年 11 月の公表以降、中期経営戦略の具体化に

向けて、次世代ネットワークの構築や、ブロードバン

ド・ユビキタスサービスの開発、業務プロセスの抜本的

な見直しなどの主要課題を検討するグループ横断的なプ

ロジェクトを立ち上げ、取り組み課題として、「次世代

ネットワークのロードマップの策定」「サービス戦略の

明確化」「光・ＩＰ時代に向けたビジネスプロセスの改革」

について検討を進めました。「次世代ネットワークのロー

ドマップの策定」では、ロードマップの公表を通して、

ハードやソフトのベンダーなど関連業界と連携しなが

ら、標準化やサービス開発を進めていきました。「サー

ビス戦略の明確化」では、ブロードバンド化、ＩＰ化が

進むことによる、FMC や、通信と放送の融合、さらに

決済業務のような通信と金融の融合のような様々な融合

領域におけるサービス戦略、あるいはアライアンス戦略

を策定しました。「光・ＩＰ時代に向けたビジネスプロ

セスの改革」では、グループ内で重複しているビジネス

プロセスをグループ横断的に見直すことにより、ワンス

トップサービスなど光・ＩＰ時代に相応しいお客さま

サービスの提供ならびに業務の標準化推進などによるコ

スト削減を実現しました。

　これらの取り組みを着実に、かつスピード感を持って

進めていくため、2005 年 5月に組織整備を行いました。

社長直結のスタッフ部門として「中期経営戦略推進室」

を設置し、併せて、ネットワーク構築の推進を担う「次

世代ネットワーク推進室」と、グループ横断的にビジネ

スプロセス改革の推進を行う「ビジネスプロセス改革推

進室」を設置しました。

　また、NTT グループの国際ビジネスをさらに強化する

観点から、2005 年 11 月 9 日に「ＮＴＴグループ中期

経営戦略の推進について」の中で発表した「国際室」を

第一部門内に設置しました。

(6) お客さまへのワンストップサービス
　IP 化に伴うサービスの多様化・融合化が進む中で、

お客さまへのワンストップ性を確保するために、販売・

工事・お客さまサポート・故障修理などのあらゆる側

面でグループ内外との連携を図り、お客さまの利便性

の向上を図っていきます。

　特に、お客さまからの要望が強いビリングサービス

のグループ内一元化については、法人のお客さまから

の個別ニーズには既に対応していますが、お客さま

の利便性の向上の観点から個人のお客さまに対しても

Web ビリングにおける固定・移動のシングルサインオ

ン化を 2006 年度上期に実現するとともに、さらなる

お客さまの利便性の向上策を検討していきます。

(7)e-Japan 戦略、u-Japan 政策に沿った「安心・
安全」な社会などの実現に向けた取り組み
　e-Japan 戦略、u-Japan 政策の実現に貢献するため、

ICT( 情報通信技術 ) の活用により少子高齢化、介護・

医療問題、雇用のミスマッチ、防犯・防災、エネルギー・

環境問題等の社会的課題の克服に積極的に取り組んで

いきます。

　具体的には、高齢化の進展に伴い、介護・医療が社

会的課題として重要性を増してきている中で、次世代

ネットワークを用いた健康モニタリング・映像問診に

よる遠隔医療などの実現、医療システム相互間の情報

流通に向けた技術開発やシステムソリューションの提

供等に取り組んでいきます。

中期経営戦略推進室などの設置
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アニュアルレポート2007より抜粋

　NTT は、電話網の持つ信頼性や安定性と、IP ネット

ワークの持つ利便性や経済性という両者の良い面を併

せ持った、光によるフル IPのネットワーク (次世代ネッ

トワーク ) を世界に先駆けて実現します。

　これまでの IP ネットワークには、様々なアプリケー

ションの提供を容易にし、ネットワークを構築・運用

するコストを抑え、サービスを安く提供することがで

きるなど良い面がある一方で、IP トラヒック急増に対

する品質確保、自然災害などの物理的打撃への対応力、

サイバーテロなどに対するセキュリティ ( 安全性 ) の

確保、インターネット上の不正取引などの悪用防止な

ど、ブロードバンド・ユビキタス社会への発展に向け

て解決すべき課題が顕在化しています。

　次世代ネットワークは、これらの課題を解決するた

め、既存の固定電話網の構築で培った技術や経験を活

かし、通信回線や装置の冗長化、輻輳時のトラヒック

の制御などによりネットワークの信頼性を確保してい

くとともに、不正トラヒックの制御などによりセキュ

リティを確保していきます。さらに従来のインターネッ

トのような品質を保証しないベストエフォート型サー

ビスに加え、お客さまのご要望により各種サービスに

応じた品質、帯域を保証 (QoS) していきます。

　また、次世代ネットワークはスタート当初から「オー

プン」と「コラボレーション」をキーワードに進めて

おり、インターフェースを開示 ( オープン化 ) するこ

とにより、他事業者の方々のネットワークと接続する

とともに、アプリケーションサービスプロバイダー

(ASP) や映像配信事業者などの異業種・他企業の皆さ

まとも協業して、新しいサービスや価値を創造し、多

彩なアプリケーションサービスを提供していきます。

　以上のように、次世代ネットワークは、国際標準に

準拠した最先端の技術を利用し、固定電話網の持つ信

頼性や安定性と、IP ネットワークの持つ利便性や経済

　2007 年 3 月期の連結営業収益については、固定電話契約数の減少などにより音声関連収入が減少したものの、「Bフ

レッツ」や「FOMA」などによる IP 関連収入やシステムインテグレーション (SI) 収入が増加したことにより、3期ぶり

の増収となる 10 兆 7,606 億円 ( 前期比 0.2％増 ) となりました。一方、連結営業費用も、SI 収入の増加に伴う費用や携

帯端末原価をはじめとした販売関連費用の増加などにより、9兆 6,535 億円 ( 前期比 1.1％増 ) となり、その結果、連結

営業利益は 1兆 1,070 億円 ( 前期比 7.0％減 ) と大変厳しい結果となりました。

　次世代ネットワークの本格的な商用サービスの開始に向けた技術確認とお客さま要望の把握を行うため、次世代ネッ

トワークのフィールドトライアルを開始しました。

次世代ネットワークの概要

Copyright©2008 日本電信電話株式会社

ショールーム 「ＮＯＴＥ」

名 称 ： ＮＯＴＥ （NGN OPEN TRIAL EXHIBITION）

場 所 ： 東京（大手町）、大阪（梅田）

期 間 ： ２００６年１２月２０日～２００７年１２月

来場者 ： ４０ヵ国以上から２０,８００人（２００７年１２月末時点）

名 称 ： ＮＯＴＥ （NGN OPEN TRIAL EXHIBITION）

場 所 ： 東京（大手町）、大阪（梅田）

期 間 ： ２００６年１２月２０日～２００７年１２月

来場者 ： ４０ヵ国以上から２０,８００人（２００７年１２月末時点）

ＮＯＴＥ（大手町） ＮＯＴＥ（梅田）

2006年12月、東京と大阪に次世代ネットワークのフィールドトライアル
のショールーム「NOTE(NGN OPEN TRIAL EXHIBITION)」を開設し、
2014年9月末日を持って閉鎖しました。

2006(平成18)年度

次世代ネットワークのフィールドトライアル開始



15

アニュアルレポート2007などより抜粋

性という両者の良い面を併せ持った、安心・安全・便

利なサービスを利用していただくことができる、NTT

が世界に先駆けて実現する光によるフル IP のネット

ワークです。

　グループ内の経営資源を有効に活用しつつ、営業力

を強化しサービスの向上を図るための取り組みとし

て、インターネット接続、インターネットの入口とな

るポータルサイト、映像配信サービスなどのいわゆる

上位レイヤサービス、及び大口の法人のお客さま対応

をNTT コミュニケーションズに一元化するなど、サー

ビス提供体制の見直しを行いました。

1. 上位レイヤサービス
　2006 年 8 月に、ポータルサイト「goo」などを提供

している「NTT レゾナント」とインターネット接続サー

ビス、TV向け映像配信サービスなどを提供している「ぷ

ららネットワークス」などをNTT コミュニケーション

ズの子会社とし、上位レイヤサービスの提供体制の見

直しを実施しました。

　

これらの取り組みにより、NTT コミュニケーションズ

の下で、国内最大の 800 万を超える ISP 顧客基盤を一

体的に運営できる体制となりました。また、ポータル

サービス「goo」の 1カ月あたりブラウザ数も約 3,600

万 (2007 年 3 月 ) と順調に拡大しており、ISP 顧客基盤

と連携した新たなサービス展開を本格化させていく予

定です。

　今後は、事業の効率化を図るとともに、上位レイヤ

サービス間のシナジーを追求したビジネス展開を進め

ることで、お客さまにとって一層魅力あるサービスの

提供に努めていきます。これと同時に、グループ内上

位レイヤサービス全体のマーケティング・アライアン

ス戦略の策定や事業全体の統括をするために、NTT コ

ミュニケーションズに「ネットビジネス事業本部」を

新設します。

2. 法人サービス
　法人のお客さまへのワンストップサービスの充実と

グループ内リソースの有効活用による事業の効率化を

図るため、グループ内のお客さまアカウント体制の見

直し等を行います。

　具体的には、都市銀行、総合商社、中央官庁などの

全国・グローバル型のお客さまは NTT コミュニケー

ションズが担当し、地方自治体や地方銀行などのお客

さまはNTT 東日本・NTT 西日本が担当することとして

見直しを行うことにより、ネットワーク / 情報システ

ムなどのトータルソリューションの提供力の強化やお

客さまサービスの向上を図っていきます。

　会社法・米国 SO法対応を含めたグループの内部統制

機能を充実し、これを通じて NTT グループの経営の透

明性・健全性を高めていく観点から、2006 年 5月 12 日、

第五部門 ( 現在の総務部門 ) 内に「内部統制室」を設置

しました。

　なお、本組織の設置に伴い、第四部門内に設置してい

た「考査室」の業務を「内部統制室」に移行しました。

上位レイヤサービスと法人サービスの提供体制の見直し

内部統制室の設置
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アニュアルレポート2007などより抜粋

　2008 年 3月より首都圏及び大阪市の一部のエリアに

おいて、次世代ネットワーク (NGN) の商用サービスを

開始しました。今後は順次、政令指定都市や県庁所在

地級都市へ提供エリアを拡大し、NGNの特長である高

品質・高セキュリティなどを活かした利便性の高いサー

ビスの拡充を図ってまいります。

NGNの 4つの特徴
1.「品質保証 (Quality of Service : QoS)」
　4つの品質クラス ( 最優先、高優先、優先、ベスト

エフォート ) が提供され、アプリケーションに応じて

適切なクラスを選択可能です。高い品質クラスでは、

通信に必要な帯域がしっかりと確保されるため、より

クリアな音声やハイビジョンの高精細な映像をネット

ワーク上で通信することが可能です。

2.「セキュリティ ( 安全性 )」
　回線ごとに割り当てた電話番号などの発信者 ID の

チェックを行い、なりすましを防止します。また、ネッ

トワークの入口に、異常なトラヒックをブロックする

機能なども装備しています。

3.「信頼性」
　電話網で培ってきた安心・安全のノウハウを受け継

いでいきます。通信回線や通信装置の冗長化などを行

うほか、特定のエリアに通信が集中した際のトラヒッ

クコントロールや、重要通信の確保を可能とします。

4.「オープンなインターフェース」
　これからの多彩なアプリケーションに対応する

ため、高品質の音声や映像通信のためのインタラ

クティブ通信機能、コンテンツ配信のためのユニ

キャスト機能やマルチキャスト通信機能、インター

ネット接続機能、さらには高品質の次世代イーサ

機能を提供します。そして、異業種・他業種の皆

さまと共に、こうした通信機能を利用した新たな

アプリケーションを創造していけるよう、ネット

ワークのインターフェース仕様を公開していきます。

　2008 年 3月期の営業収益は、「フレッツ光」や「FOMA」による IP 関連収入及びシステムインテグレーション収入は

増加したものの、音声関連収入の減少等により 10 兆 6,809 億円と前期比 0.7%減となりました。また営業費用は、経

費の減少及び厚生年金基金の代行返上による減少等により 9兆 3,763 億円と前期比 2.9%減となりました。この結果、

営業利益は 1兆 3,046 億円と前期比 17.8%増、また税引前当期純利益は 1兆 3,223 億円と前期比 16.7%増、当期純利

益は6,352億円と前期比31.9%増となり、減益傾向に歯止めをかけることができました。また、次世代ネットワーク(NGN)

の商用化を予定通り実現し、今後の設備投資水準についても一定のめどをつけることができたほか、有利子負債の削減

も進みました。

2007(平成19)年度

NGNサービスの商用化
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2007年度ニュースリリースより抜粋

2007年度ニュースリリースなどより抜粋

　中期経営戦略において掲げた「ブロードバンド・ユ

ビキタスマーケットの創造」に積極的に取り組むため

に、様々な形態でのアライアンスを積極的に推進して

きました。その一つとして、2007 年度も大学との産学

連携を強化しました。次世代の有機系エレクトロニク

ス・デバイス革新技術の研究開発による新産業の創出

を目的とした包括的産学融合アライアンスの枠組みで、

2000 年 8 月 1日より共同研究を行ってきた京都大学と

は、成果の一部について実用化に向けたさらなる共同

研究が必要であるとの合意に至り、新たな枠組みでア

ライアンスを継続する基本契約を締結しました。

　また、東京大学とは、情報通信分野における研究成

果の社会還元のさらなる促進と NTT の研究開発業務

の強化を図り、情報通信分野でのイノベーション創出

を目指すこと、Proprius21 プログラムの仕組みを活

用した研究者間の討議を通じて、具体的な産学連携の

課題を創出し協働でその解決にあたることを目的に、

Proprius21「情報通信分野のイノベーション創出」契

約を締結しました。

　さらに早稲田大学とも、情報通信分野、特に基礎・

デバイス系技術、情報セキュリティなどの情報通信プ

ラットフォーム技術を中心に、互いのリソースを活か

し、組織対組織の連携で可能となる新たな共生関係を

構築していくことで合意し、産学連携に係る包括協定

を締結しました。

　2008 年度以降も、東北大学、東京工業大学、北海道

大学などとの提携を推進しています。

　中期経営戦略において「通信事業者間やネットワー

ク・端末間などのコネクティビティや、セキュリティ

の標準化に関するコンセンサスの形成に向けて、官

民一体となった取り組みにより、国際的な標準化を

含めて、グランドデザインの策定が必要」と掲げた

課題について、2007 年度も引き続き国際標準化を進

めました。NTT グループが ITU-T SG12 に標準化提案

していたテレビ電話サービスの総合品質評価モデル

が、このたび正式勧告G.1070 として発効されました。

これはNTT グループが品質評価が可能なテレビ電話

サービスを対象とする総合品質評価モデルとして開

発したものです。

　また、NTT のサイバースペース研究所が主導と

な り、ETRI( 韓 国 )、FranceTelecom( フ ラ ン ス )、

Huawei( 中国 )、VoiceAge( カナダ ) と共同で提案

した広帯域音声符号化方式が ITU-T の国際標準に採

用され、正式な承認手続きの後、G.711Wideband 

Extension( 仮称、以下 G.711-WB) として成立するこ

とになりました。本方式により、次世代の VoIP 電話

機や音声会議装置等に搭載することで、明瞭かつ臨

場感にあふれた高品質な通話が可能となります。ま

た、インターネット上で利用しても、途切れの少な

い通話ができるようになるとともに、従来の電話機

と相互接続することも可能となる規格です。

大学との産学連携を強化

国際標準規格への採用
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アニュアルレポート2008より抜粋

　これまでのネットワークサービスは、ビジネス ( 法

人 )、ホーム ( 個人 )、モバイルという利用形態に合わ

せて提供していましたが、「ワンフォン」(1 つの通信

端末を建物の中では固定電話、外では携帯電話とし

て利用できるサービス ) に見られるように、固定と移

動の垣根が次第に低くなってくるとともに、検索や

SNS(Social Networking Service) などのインターネット

系サービスをパソコンと携帯から相互利用するといっ

たサービスの融合も進みつつあることから、2011 年 3

月期をめどに固定・移動ともにフル IP のネットワーク

基盤の構築に取り組み、各サービスの融合を加速させ

ていきたいと考えています。

　ブロードバンド・ユビキタスサービスの創造にあたっ

ては、お客さまとのコミュニケーションやパートナー

企業との連携を通じ、業種・業態を超えたサービスの

融合を本格化させていきたいと考えています。その中

心的な取り組みの一つが、次世代サービス共創フォー

ラムです。ICT 業界にとどまらず、NGNを基盤とした

新たなビジネスを創造したいと考えている多様な分野・

業界の方々に、NG N についての理解を深めていただ

きながら交流できる場を提供し、活発な情報交換を通

じて様々なコラボレーションを生み出していただきた

　2009 年 3 月期の営業収益は、10 兆 4,163 億円と前期比 2.5％減となり、営業費用は 9兆 3,066 億円と前期比 0.7％減

となりました。また、営業利益は１兆 1,098 億円と前期比 14.9％の減、税引前当期純利益は 1兆 1,052 億円と前期比

16.4％の減、当期純利益は5,387 億円と前期比15.2％減となりました。減益となった原因は主に2つあります。1つは「そ

の他の事業」に分類される金融事業での貸倒費用増加及び不動産事業での分譲事業の不振・評価損で、景気悪化の影響

を直接受けたものです。もう 1つは、「長距離・国際通信事業」と「データ通信事業」とにまたがる法人分野における

システムインテグレーション事業の利益悪化です。これは、顧客企業の設備投資の抑制などの影響を受けて、年度後半

に徐々に影響が出てきたものです。

ブロードバンド・ユビキタスサービスの本格展開に向けて

2008(平成20)年度

中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」を発表
N T T グループは、2008 年 3月期の決算発表 (2008 年 5月 13 日 ) 時に、中期経営戦略の新たなステップとして、

5年間を展望したビジョン、「サービス創造グループを目指して」を公表しました。
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いと考えています。また、ネットワーク技術のコンサ

ルティングやサービス・技術検証のための試験環境の

提供などにより、迅速なサービス開発・事業化を支援

していく考えです。さらに、NTT グループにとってビ

ジネスチャンスだと考えられるサービス・事業につい

ては、NTT インベストメント・パートナーズ ( 現在の

NTT ドコモ・ベンチャーズ ) による出資を通じ、資金

面での協力も行うなど、グループの総力をあげて市場

の拡大に取り組んでいきます。

事業構造の改革とその取り組み
　2010 年代初頭にブロードバンド・ユビキタスサー

ビスを本格展開するため、今後 5年間で既存の固定電

話などのレガシー系から「フレッツ光」などの I P・ソ

リューション系を中心とした事業構造への改革を進め

ます。この実現に向け、業務プロセスや人材配置など

の見直しのほか、必要に応じグループ各社の業務運営

の改革を推進していく考えです。

　IP ネットワークの経済性やサービス提供における柔

軟性を活かして、コストを抑えるとともに、上位レイ

ヤサービスや付加価値の高いソリューションサービス

などの提供を推進し、グループ全体の収益性を確保す

るために、2008 年 3 月期においてレガシー系が連結

売上高の 1/2 を占める事業構造を、2013 年 3月期には

IP 系とソリューションなどが 3/4 を占める構造に転換

を図ります。

　2012 年 3 月期には後述の光サービス ( 光アクセス

サービス +NGN・地域 IP 網 ) 収支の黒字化も見込んで

いるところであり、以上のような改革を進めることに

より、2013 年 3 月期の連結ベースの営業利益を 1.3 兆

円まで引き上げることを目指します。なお、設備投資

については、固定通信事業を中心に、2011 年 3月期で

インフラ先行投資にめどが立つことに加え、2012 年 3

月期以降、サービス創造に軸足を移すことから、設備

投資も連結売上高に対する比率でコントロールしてい

きます。



20 

経営ビジョン・中期経営戦略と事業展開

経
営
ビ
ジ
ョ
ン
・
中
期
経
営
戦
略
と
事
業
展
開

　ソリューションサービスにおいては、政府・地方公

共団体や金融機関向けサービスに加え、事業法人向

けの受注拡大を目指し、NTT データによる itelligence

子会社化のようなM&Aも含め、グローバル化が進む

お客さまニーズに積極的に応えるなど、収益拡大に引

き続き取り組んでいきます。

　NTT グループトータルの ICT サービスのラインナッ

プと、英国 Telemark 社などの顧客満足度調査により

認定された高品質を強みに、海外での顧客基盤やサー

ビス提供力をさらに強化していくとともに、日露、日

中米間の海底光ケーブル敷設などのネットワークの

拡充も図っていきます。また、光アクセスサービス、

　事業構造の転換にあたっては、光・NGNや 3G/ スー

パー 3Gなどによるフル IP のネットワーク基盤の構築

に取り組み、ブロードバンド・ユビキタスサービスの

提供による IP 系収入の積極的な拡大を図ります。そ

の手始めとして、SaaS(Software as a Service) 利用に

適したデータ通信系のネットワークサービスを今後提

供していくとともに、「リモートサポート」などの情

報通信端末機器の保守サービスを含め、ネットワーク

を安心・便利にご利用いただくための様々なオプショ

ンサービスの充実を図っていきます。

　また、既存の ISP 事業、ポータルサービス、映像配

信サービスの拡大に加え、新たな IP 系の上位レイヤ

ビジネスの創造に取り組みます。
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　今後、事業構造改革の進展に伴い、IP 系事業のウェ

イトが高まっていく中で、光サービスがその核の一

つとなると考えています。光アクセスサービスの契

約数については 2011 年 3月期に 2,000 万契約 ( うち、

概ね半数を NGN収容 ) を目標としていますが、NGN

の商用化を契機にサービスの高度化・多様化に伴う

増収を見込むとともに、契約者数の拡大による設備

効率・営業効率の向上とNGNの高いネットワーク経

済性による設備関連費用の低廉化により、収益性の

向上を図り、2012 年 3 月期に単年度黒字化を実現で

きると見込んでいます。

　また、光アクセスサービス契約者の既存 IP 網から

NGNへのマイグレーションについては、2011 年 3 月

期までは、NGN サービス提供エリアの拡大に伴い、

NGNサービスを利用したいとお申し出いただいたお

客さまをNGNに収容する「需要対応マイグレーショ

ン」を基本とします。次に、NGN提供エリアが現行

の光アクセスサービス提供エリアまで拡大する 2011

年 3月期以降、計画的にお客さまの移行を進める「計

画的マイグレーション」を本格化し、2013 年 3 月期

末をめどにマイグレーションを完了する予定です。

　また、「計画的マイグレーション」に先立ち、宅内

機器の遠隔ファームアップの技術・工法と円滑な運

用方法に加え、NTT ビル内におけるネットワーク切

り替え工事の円滑な運用方法の確立に向けて取り組

むなど、マイグレーションコストの最小化を図ると

ともに、お客さまやサービスプロバイダーとの円滑

な対応に努めるなど、お客さまの立場に立って検討

していきたいと考えています。この既存 I P 網から

NGNへのマイグレーションを行うことにより、IP ベー

スでのシングルネットワーク・シングルオペレーショ

ンによるコスト低減が実現し、光サービスのさらな

る収益性向上を図ることができると考えています。

光サービスの黒字化とNGNへのマイグレーション

3G などのブロードバンドサービスやNGNをはじめと

した先進的な研究開発と商用化の実績をもとに、国・

エリアごとのマーケット環境に応じた海外ビジネスを

展開するほか、海外キャリアなどのパートナーと、新

たなビジネスモデルの構築やNGN上のアプリケーショ

ンの開発・事業化においても協力していきます。
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　2010 年 3 月期の営業収益は、移動通信事業における新販売モデルの浸透に伴う通信端末機器販売収入及び移動音声

関連収入の減少や、固定電話契約数の減に伴う固定音声関連収入の減少などにより 10 兆 1,814 億円と前期比 2.3%減

となりました。しかしグループ各社が収益の確保やさらなる費用削減に取り組んだ結果、営業費用は経費及び減価償却

費の減少などにより 9兆 637 億円と前期比 2.6%減となり、営業利益は 1兆 1,177 億円と前期比 0.7%増、79 億円の増

益を達成することができました。また、税引前当期純利益は 1兆 1,201 億円と前期比 1.3%増、当社に帰属する当期純

利益は 4,923 億円と前期比 8.6%減となりました。減収増益という結果でしたが、営業収益、営業利益ともに業績予想

を上回ることができました。

ブロードバンド基盤の展開
光ブロードバンドの拡大
　光アクセスサービスは、全国の約 9割の世帯のお客

さまにご利用いただけるようエリア拡大を実施してき

たことに加え、積極的な販売展開やサポートサービス

の充実、映像を中心とする上位レイヤサービスの拡大

などの結果、3年連続で純増数が 200 万件を上回り、

2009年3月期末の契約数は1,113万契約となりました。

　2008 年 3 月に光ブロードバンドサービス「フレッ

ツ 光ネクスト」などの商用サービスの提供を開始し

たNGNについては、予定通りエリアを拡大しており、

2009年 3月期末には既存フレッツ光の提供エリアの約

6割まで拡大しました。今後、2010 年 3 月期末には既

存フレッツ光の提供エリアの約 9割、2011 年 3 月期

末には既存フレッツ光の提供エリア全域に拡大する予

定です。

　また、マンションについては、お客さまがお住まい

の各部屋に直接光ケーブルを引き込む「光配線方式」

により、NGNや光化を推進していきます。

2009(平成21)年度

ブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大

HSDPA
DL: 3.6/7.2M
UL: 384K※2 ※3

W-CDMA
DL: 384K

UL: 384K※2

Building a Platform for New Services

光ブロードバンドの拡大
　光アクセスサービスは、全国の約9割の世帯のお客様にご利用
いただけるようエリア拡大を実施してきたことに加え、積極的な
販売展開やサポートサービスの充実、映像を中心とする上位レイ
ヤサービスの拡大などの結果、3年連続で純増数が200万件を
上回り、2009年3月期末の契約数は1,113万契約となりました。
　2008年3月に光ブロードバンドサービス「フレッツ 光ネクスト」
などの商用サービスの提供を開始した次世代ネットワーク

LTEによるモバイルブロードバンドの推進
　高度で多様なモバイルブロードバンドサービスを推進するため
の取り組みも、あわせて進めています。
　NTTドコモは、FOMAで採用している現在の第3世代通信方式で
あるW-CDMAを大幅に進化させたLTE（Long Term Evolution）
の開発に取り組んでいます。これは、動画などの大容量コンテン
ツをストレス無く利用したいというお客様ニーズ、ならびに定額制
料金をご利用くださるお客様の増加により、今後通信量が持続的
に増加していくことを見込んだ取り組みです。
　LTEは、NTTドコモが「Super 3G」として国際標準化活動の場
において提唱したもので、通信の遅延を飛躍的に低減させると
ともに、周波数利用効率の向上、および高速通信（下り回線にお
いて最大約300Mbps）を実現するものです。
　LTEは2010年から導入する予定であり、高速・低遅延・大容量
のネットワークを低廉かつ効率的に構築し、サービスをご提供し
ていきます。この超高速移動通信を通じて、新たなコミュニケー
ションスタイルやビジネスシーンの創造を目指します。

通信速度（bps）

100K

1M

10M

100M

1G

（年度）

新しいサービス創造のために～ブロードバンド基盤の展開

（NGNエリアの展開）〈イメージ〉

（年度）

既存フレッツ光の提供エリアの約
9割の世帯、事業所で利用可能

2010年3月期末
既存フレッツ光の提供エリアの全
域に拡大

2011年3月期末

NGN商用開始

2008年3月
既存フレッツ光の提供エリアの約
6割の世帯、事業所で利用可能

2009年3月期末

（NGN）については、予定どおりエリアを拡大しており、2009年
3月期末には既存フレッツ光の提供エリアの約6割まで拡大しま
した。今後、2010年3月期末には既存フレッツ光の提供エリアの
約9割、2011年3月期末には既存フレッツ光の提供エリア全域に
拡大する予定です。
　また、マンションについては、お客様がお住まいの各部屋に直
接光ケーブルを引き込む「光配線方式」により、NGNや光化を推
進していきます。

LTE※1

DL: 300M
UL: 75M※2 ※3

4G

※1  Long Term Evolutionの略。ドコモがSuper3G
として提唱したもので「3.9G」と位置づけられる

※2 DL: Downlink  UL: Uplink
※3 記載速度は標準化スペック最大値

HSPA
DL: 7.2/14M

UL: 5.7M※2 ※3

ネッ
トワ
ーク
の連
続的
な進
化

～2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年3月期、
2012年3月期～
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LTE によるモバイルブロードバンドの推進
　高度で多様なモバイルブロードバンドサービスを推

進するための取り組みも、併せて進めています。

　NTT ドコモは、FOMA で採用している現在の第 3

世代通信方式であるW-CDMA を大幅に進化させた

LTE(Long Term Evolution) の開発に取り組んでいます。

これは、動画などの大容量コンテンツをストレスなく

利用したいというお客さまニーズ、ならびに定額制料
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上位レイヤビジネスの拡大

映像コミュニケーションサービス
・ 映像を利用した高臨場遠隔コミュニケーションを
実現

デジタルシネマ
NGNベースのセキュアで高品質な映画配信、ライ
ブ配信やパブリックビューイングにも活用
・ 2009年7月に配信開始

デジタルサイネージ
デジタルサイネージ実用化の促進
・ 電通などのパートナーと共同でフィールド実験を
実施し、事業化を検討

ホームICT
安心・安全・便利な生活を支援
・ネットワークと家電などの連携サービスの開発

遠隔ヘルスケア
NGNを活用した遠隔ヘルスケアの促進
・ メタボ健診・保健指導の義務化に伴う遠隔保健指
導トライアル実施など
ケータイ・PC等連携サービス

ケータイやPCなどマルチデバイス環境でシームレ
スなサービス提供
・ 検索、メールでのケータイ・PC連携サービスなど

上位レイヤビジネスの拡大
　ネットワークを基盤とした各種サービスを展開していく「上位
レイヤビジネス」については、国内外の有力パートナーとの提携
などを通じて、新たなサービスやビジネスの創出に取り組むとと
もに、研究所で開発した成果をビジネスにつなげるプロデュース
活動に取り組んでいます。
　具体的には、「次世代サービス共創フォーラム」の活動などに
より、新ビジネスの創出やNGNアプリケーションの開発などを促

　「学びの杜」をパートナー企業の皆様と共創してまいります。
〈コンセプト〉ブロードバンドを活用した「リッチで・自由な・楽しい」学び
・ 高精彩の映像コンテンツ、仮想空間技術、双方向性の活用
・ 自らの目標・学習履歴に応じた、自分好みの学び方の創出
・ ゲームなどのエンタテイメント学習コンテンツなどを使いながら、仲間同士が集う、楽しい学び

進するとともに、NTTインベストメント・パートナーズを通じた出
資を行うなど、国内外ベンチャー企業との資本・業務提携を進め
てきました。また、「総合プロデュース制」により研究所で開発し
た成果を効果的にビジネス展開につなぐための施策を実施しま
した。今後も引き続き、以下のような分野を中心により多くの成
果創出に向け、取り組んでいきます。

ビジネス向けサービスの支援機能
ＳａａＳ基盤（BizCITY・VANADIS）の充実など

次世代サービス共創フォーラム／NTTインベストメント・パートナーズ（ＮＴＴ－ＩＰ）／総合プロデュース制
・ “開発コミュニティ”によるＮＧＮアプリケーションの開発促進などパートナーとのサービス／ビジネス創出活動の促進
・ ＮＴＴ－ＩＰを通じたパートナーベンチャー企業などとの資本・業務提携の促進
・ 研究所で開発した成果を効果的にビジネス展開につなぐための施策

ホーム向けサービスの支援機能
NTTシングルサインオン（仮称)､NTTペイメント（仮称）の提供準備など

エンタメ学習
コンテンツ・ツール

SNSなどによる
講師や生徒同士の
コミュニケーション

メンターと
face-to-face
の相談

3D空間による高品質で効果の高い英会話

取り組み例①～eラーニング～

eラーニング
ブロードバンドを活用した「リッチで・自由な・楽し
い」学びでeラーニングを変革

SaaS／クラウド
“SaaS over NGN”、サービスのクラウド化の促進
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　ネットワークを基盤とした各種サービスを展開して

いく「上位レイヤビジネス」については、国内外の有

力パートナーとの提携などを通じて、新たなサービス

やビジネスの創出に取り組むとともに、研究所で開発

した成果をビジネスにつなげるプロデュース活動に取

り組んできました。

　具体的には、「次世代サービス共創フォーラム」の活

動などにより、新ビジネスの創出や NGN アプリケー

ションの開発などを促進するとともに、NTT インベス

トメント・パートナーズを通じた出資を行うなど、国

内外ベンチャー企業との資本・業務提携を進めてきま

した。また、「総合プロデュース制」により研究所で開

発した成果を効果的にビジネス展開につなぐための施

策を実施しました。

サービス創造の拡大・展開

HSDPA
DL: 3.6/7.2M
UL: 384K※2 ※3

W-CDMA
DL: 384K

UL: 384K※2

Building a Platform for New Services

光ブロードバンドの拡大
　光アクセスサービスは、全国の約9割の世帯のお客様にご利用
いただけるようエリア拡大を実施してきたことに加え、積極的な
販売展開やサポートサービスの充実、映像を中心とする上位レイ
ヤサービスの拡大などの結果、3年連続で純増数が200万件を
上回り、2009年3月期末の契約数は1,113万契約となりました。
　2008年3月に光ブロードバンドサービス「フレッツ 光ネクスト」
などの商用サービスの提供を開始した次世代ネットワーク

LTEによるモバイルブロードバンドの推進
　高度で多様なモバイルブロードバンドサービスを推進するため
の取り組みも、あわせて進めています。
　NTTドコモは、FOMAで採用している現在の第3世代通信方式で
あるW-CDMAを大幅に進化させたLTE（Long Term Evolution）
の開発に取り組んでいます。これは、動画などの大容量コンテン
ツをストレス無く利用したいというお客様ニーズ、ならびに定額制
料金をご利用くださるお客様の増加により、今後通信量が持続的
に増加していくことを見込んだ取り組みです。
　LTEは、NTTドコモが「Super 3G」として国際標準化活動の場
において提唱したもので、通信の遅延を飛躍的に低減させると
ともに、周波数利用効率の向上、および高速通信（下り回線にお
いて最大約300Mbps）を実現するものです。
　LTEは2010年から導入する予定であり、高速・低遅延・大容量
のネットワークを低廉かつ効率的に構築し、サービスをご提供し
ていきます。この超高速移動通信を通じて、新たなコミュニケー
ションスタイルやビジネスシーンの創造を目指します。

通信速度（bps）

100K

1M

10M

100M

1G

（年度）

新しいサービス創造のために～ブロードバンド基盤の展開

（NGNエリアの展開）〈イメージ〉

（年度）

既存フレッツ光の提供エリアの約
9割の世帯、事業所で利用可能

2010年3月期末
既存フレッツ光の提供エリアの全
域に拡大

2011年3月期末

NGN商用開始

2008年3月
既存フレッツ光の提供エリアの約
6割の世帯、事業所で利用可能

2009年3月期末

（NGN）については、予定どおりエリアを拡大しており、2009年
3月期末には既存フレッツ光の提供エリアの約6割まで拡大しま
した。今後、2010年3月期末には既存フレッツ光の提供エリアの
約9割、2011年3月期末には既存フレッツ光の提供エリア全域に
拡大する予定です。
　また、マンションについては、お客様がお住まいの各部屋に直
接光ケーブルを引き込む「光配線方式」により、NGNや光化を推
進していきます。

LTE※1

DL: 300M
UL: 75M※2 ※3

4G

※1  Long Term Evolutionの略。ドコモがSuper3G
として提唱したもので「3.9G」と位置づけられる

※2 DL: Downlink  UL: Uplink
※3 記載速度は標準化スペック最大値

HSPA
DL: 7.2/14M

UL: 5.7M※2 ※3

ネッ
トワ
ーク
の連
続的
な進
化

～2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年3月期、
2012年3月期～
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金をご利用くださるお客さまの増加により、今後通信量が

持続的に増加していくことを見込んだ取り組みです。

　LTE は、NTT ドコモが「Super 3G」として国際標準化活

動の場において提唱したもので、通信の遅延を飛躍的に低

減させるとともに、周波数利用効率の向上、及び高速通信

( 下り回線において最大約 300Mbps) を実現するものです。

　LTE は 2010 年から導入する予定であり、高速・低遅延・

大容量のネットワークを低廉かつ効率的に構築し、サービ

スをご提供していきます。この超高速移動通信を通じて、

新たなコミュニケーションスタイルやビジネスシーンの創

造を目指します。
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アニュアルレポート2010より抜粋

　長年のデータセンター運用で培ったノウハウを活用

し、約 130 項目に上る厳しい品質基準を満たす「プ

レミアムデータセンター」を海外で拡充するとともに、

SAP ビジネスを展開する海外企業の買収などを進め、

海外でのソリューションサービスやサポートサービス

の充実に努めました。また、海底ケーブル事業者の買

収を通じたネットワーク拡充や、携帯電話の国際ロー

ミングサービスのエリア拡大を進めました。

総合 ICT サービスのグローバル展開
　NTT グループは、国内外シームレスかつ高品質な

サービス提供というお客さまニーズに応え、グローバ

ル展開を強化しています。

　サービス提供エリアのさらなる拡充や事業拠点の拡

大により、ネットワーク、データセンター、セキュ

リティ、ソリューションなどトータルな ICT ソリュー

ションを、世界の主要都市で提供します。また、海底

ケーブル事業者への出資などを通じたネットワークの

光の映像サービス（テレビ向け） 携帯電話向けの映像サービス

契
約
数

契
約
数

（年／月末） （年／月末）2011/3 2011/32009/3 2010/3 2010/32009/3

BeeTV提供開始
（2009年5月）

ひかりTV

128万契約 約107万契約

フレッツ・テレビ

BeeTV
エイベックス・エンタテ
イメント（株）とNTTドコ
モが共同出資するエイ
ベックス通信放送が提供

録画機能の
提供

ハイビジョン画質の
チャンネルなどの拡充

3D対応コンテンツ
の提供

携帯専用のオリジナルコンテンツ
（新たなファーストウィンドウの創造）

携帯からの遠隔録画
予約機能

ひかりTV
チューナー

機能対応テレビ

P24_1.indd   1 2015/03/30   6:00:03

　固定・移動ともにサービス創造を実現するためのブ

ロードバンドネットワーク基盤が既に整いつつあり、

こうしたネットワークを活用したサービスとして、映

像サービスが新たな市場として立ち上がってきていま

す。

　光の映像サービスである「ひかり TV」と「フレッツ・

テレビ」は、2010 年 3 月末には、合わせて 128 万契

約となり、1年間で契約数を倍増させています。また、

携帯電話向けの映像サービスについても、2009 年 5

月に提供開始した「BeeTV」が 2010 年 3 月末におい

て約 107 万契約に達するなど、契約数が急拡大して

います。

グローバル展開の強化

法人向けへの
グローバルICTソリューション

ネットワークサービスの
グローバル展開

コンテンツ配信などの
アプリケーションサービスの

グローバル展開

■ 携帯向けコミックの配信：亜・米・欧の30の国・地域で展開（NTTソルマーレ）
■ 欧州でのコンテンツ配信事業に向けてnet mobileを子会社化（NTTドコモ）

■ IP-VPNなどのデータ通信サービス：159の国・地域で提供（NTTコム）
■ Tier 1プロバイダとしてグローバル・リーチを提供（NTTコム）
■ 海底ケーブルの敷設・運用（NTTコム）
■ 携帯の国際ローミングサービス：207の国・地域で提供（NTTドコモ）
■ インドでの携帯電話サービス「TATA DOCOMO」（NTTドコモ）

■ ICTソリューション：亜・米・欧の99都市で提供（NTT現地法人、独itelligenceなど）
■ データセンタ：亜・米・欧の31都市で展開（NTTコム）
■ セキュリティ・オペレーション：グローバルにサポート（NTTコム）
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光ファイバ・携帯電話を利用した映像サービスの拡大
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グローバル企業の事業展開をシームレスにサポート

※�HSCS：Hokkaido-Sakhalin�Cable�System�
APG：Asia-Pacific�Gateway（2011年運用開始予定）�
PC-1：Pacific�Crossing-1

欧州
アジア

北米・南米

HSCS※

APG※

PC-1※

l  ソリューション拠点�
（l直近2年間の開設拠点）

n データセンタ
�主な出資先

（主な投資先）�
・�itelligence［ドイツ］：�
SAPソリューション�等

・�Cirquent［ドイツ］：�
自動車、金融業等向けSI/ITコンサル�など

（主な投資先）�
・PLDT［フィリピン］：固定・携帯事業
・TaTa（TTSL/TTML）�
�［インド］：
・KT［韓国］：

（主な投資先）�
・�Verio/NTTアメリカ［米国］�
：ホスティング

・�Pacific�crossing［米国］�
：日米間海底ケーブル

（ソリューション拠点）
・ICTソリューション拠点数：45都市
・社員数：約4,500名

（ソリューション拠点）
・ICTソリューション拠点数：34都市
・社員数：約4,200名

（ソリューション拠点）
・ICTソリューション拠点数：�20都市�
・社員数：�約1,900名

（欧州） （アジア） （北米・南米）

固定・携帯事業
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拡充や、携帯電話の国際ローミングサービスのエリア

拡大を進め、ネットワークの利便性・信頼性の向上を

図っています。加えて、携帯向けコミック配信の海

外での提供や、モバイルコンテンツ配信・課金プラッ

トフォーム運営会社への出資など、アプリケーション

サービスのグローバル展開にも取り組んでいます。

法人サービスラインナップの拡充
　法人向けサービスでは、お客さまのグローバルな企

業活動を支援するためにロシア、フィリピンなどのア

ジア、BRICs 諸国を中心に自社海外拠点を拡大しまし

た。また、高品質なマネージドセキュリティサービ

スの強化を図ることを目的としたドイツのセキュリ

ティ事業者 Integralis への出資や、アジア太平洋圏で

の ERP コンサルティングビジネスを強化するために

オーストラリアの Extend Technologies への出資を実

施するなどM&Aを通じてサービスラインナップの拡

充を図っています。

アジアにおけるソリューション事業の拡充
　グローバルに「日本品質」を提供する ICT ソリュー

ション事業強化の一環として、2011 年 3 月期にシン

ガポール及びベトナムで高品質・高信頼性を実現す

るプレミアムデータセンターの建設を開始します。

　また、日本・香港・シンガポール・アメリカの中

核データセンター間をあらかじめ高速・大容量バッ

クボーンで接続し、法人のお客さまへ短納期で大容

量の回線を提供する「データセンター間コネクティ

ビティサービス」を帯域保証型・ベストエフォート

型の柔軟なメニューで提供開始します。

ネットワークサービス
・ ネットワーク・

インテグレーション
・ ソリューション営業、サポー

ト
・ 成長市場での

モバイルビジネスの展開

セキュリティマネジメント、
データセンタ など
・ データセンタの提供エリアの拡充
・ グローバル規模での

セキュリティマネジメント
・ SaaS事業などをサポートする

プラットフォームサービス

コンサルティング、
アプリケーション開発
・ コンサルティング
・ 業務システム開発

（生産・物流管理システ
ム、
会計システムなど）

米国

欧州

アジア
新興国

NTT
アメリカ

NTT
ヨーロッパ

TTSL

Axiata

PLDT

アジア
現地法人

BRICsなど
現地法人

NTT-WT

ベトナム
・香港

Integralis

OpSource

net 
mobile

Revere

itelligence

Cirquent

Extend 
Technologies 法人営業・サポート拠点の拡張

NTTドコモの現地法人開設（中国）
NTTコムの現地法人・支店開設（露、ベルギー、印など）

Extend Technologies（豪）との資本提携
SAPサービス・サポート体制をAPACエリアで拡充

香港データセンタの拡張
APTT社（香港）の買収によるDCスペースの拡張

ベトナムにおけるデータセンタ開設
信頼性の高い「ハノイタンロンデータセンタ」を開設

net mobile（独）への出資
モバイルコンテンツ配信プラットフォームの強化

OpSource（米国）への出資
SaaSビジネスの展開と拡充に向けた協業

Integralis（独）への出資
高品質なマネージドセキュリティサービスの推進
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アニュアルレポート2011より抜粋

　2011 年 3 月期の連結決算は、営業収益、営業利益ともに業績予想を上回ることができました。また、東日本大震災

の影響はあったものの、NTT 東日本、NTT 西日本、NTT ドコモが着実に増益を達成した結果、7期ぶりの増収増益とな

りました。当連結会計年度の NTT グループの営業収益は 10 兆 3,050 億円 ( 前期比 1.2%増 ) となりました。また営業

費用は 9兆 901 億円 ( 前期比 0.3%増 ) となりました。この結果、営業利益は 1兆 2,149 億円 ( 前期比 8.7%増 )、税引

前当期純利益は 1兆 1,758 億円 ( 前期比 5.0%増 )、当社に帰属する当期純利益は 5,096 億円 ( 前期比 3.5%増 ) となり

ました。

2008年3月 2011年3月2010年3月2009年3月 2008年3月 2011年3月2010年3月2009年3月

カバー率

NGN提供開始（2008年3月）
HSPA提供開始
（2009年6月）

LTE提供開始
（2010年12月）

2015年3月期に
人口カバー率約70%

既存 IP網から
NGNへのマイグレーション

本格化

NGNが既存光提供エリア
全域をカバー

NGN
（最大200Mbps）

LTE
（最大75Mbps）*

HSDPA全国カバー
（2008年12月）

光ブロードバンド

ADSLを加えると約99%フレッツ光（最大200Mbps）
FOMAハイスピード（最大7.2Mbps）

約90%

カバー率

携帯ブロードバンド

100%

HSDPA： High Speed Downlink Packet Access

* 一部屋内エリアの速度。屋外エリアでは最大37.5Mbps

HSPA： High Speed Packet Access

「フレッツ光」契約数の推移

ひかり電話 フレッツ・テレビ リモートサポートサービス

2007年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期
（予想）

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期
（予想）

20,000

0

5,000

10,000

15,000

（千契約）

17,159

6,076

77%
装着率

チャネル数

80% 84%

1,014万
1,211万

1,436万

8,777
11,134

13,251
15,059

月額525円（税込）～

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期
（予想）

契約数

27万

59万

93万

月額472.5円（税込）～

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期
（予想）

契約数

213万

334万

474万

月額525円（税込）～

ブロードバンドアクセスの高速化・エリアカバ
レッジ
　2008 年 5 月に策定した中期経営戦略「サービス創造

グループを目指して」に基づき、NTT グループは固定

通信・移動通信ともにフル IP のネットワーク基盤を構

築し、その基盤を活用したブロードバンド・ユビキタ

スサービスの創造・展開を進めてきました。固定通信

では日本全国の 90%超の世帯で「フレッツ光」が利用

可能であり、移動通信についても、既に全国展開して

いる「FOMA」に加え、2010 年 12 月の LTE サービス「Xi 

( クロッシィ )」の提供開始により、さらなる高速化を

推進しています。このように、日本のブロードバンド

環境は速度とエリアカバレッジの両面で既に世界最高

水準にあります。

2010(平成22)年度

「フレッツ光」の普及拡大と ARPUの向上
　NTT 東日本・NTT 西日本は、NGN提供エリアの拡大やマンショ

ンの構内配線への光ファイバ導入によるユーザカバレッジの拡大、

会員プログラムの充実や映像サービスの販売推進による継続利用促

進策の強化、「光 i フレーム」を活用した新たな需要創出への取り

組みにより、「フレッツ光」は 2011 年 3 月末の契約数が 1,500 万

契約を突破しました。加えて、インターネットをこれから始めるお

客さまや、利用機会の少ないお客さま向けに、低廉な料金から利用

できる二段階定額サービス「フレッツ 光ライト」の提供を東日本

エリアから開始し、「フレッツ光」利用者の裾野の拡大を図りました。

また、「ひかり電話」や「リモートサポートサービス」などの付加サー

ビスの拡大により着実に ARPU を向上させています。

ブロードバンドサービスの普及拡大に向けた取り組み
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6月～ 12月

2011年
3月期

2012年
3月期

▲ データ通信端末

▲ モバイルWi-Fiルータ

▲ タブレット端末（予定）

▲ ハンドセット端末（予定）

2013年
3月期

2014年
3月期

2015年
3月期

東京・名古屋・大阪地区

県庁所在地級都市

全国主要都市

更なるエリア拡大

約1,000億円 約1,700億円約260億円
LTE設備投資

基地局数 約1,000局
人口カバー率 約7%

約5,000局
 約20%

約15,000局
約40%

約35,000局
約70%

商
用
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
試
験
運
用

L
T
E
サ
ー
ビ
ス「
X
i
」開
始
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カフェ・店舗・鉄道・空港・学校

モバイルWi-Fiルータ

固定ブロードバンド
（フレッツ光など）

最適なブロードバンド回線を自動的に選択・接続

多様化するWi-Fi端末が全てつながる

公衆無線LAN
（フレッツ・スポットなど）

モバイルデータ通信

インターネット
クラウド

PC・ネットブック

自宅・オフィス 外出先 移動中

光 iフレーム タブレット端末 スマートフォン ゲーム機 電子書籍端末 デジカメ

光の映像サービス
　「ひかり TV」「フレッツ・テレビ」といった映像サー

ビスは、「フレッツ光」ユーザの継続利用を促進するだ

けでなく、インターネット接続以外の光の利用シーン

をお客さまに提供することにより、「フレッツ光」の拡

販にも寄与しています。

　「ひかり TV」では、ビデオ・オン・デマンド (VOD)

や多チャンネル放送の視聴に加え、「ひかり TV ショッ

ピング」やコンテンツをスマートフォンなどで VOD

視聴できる「ひかり TV どこでも」などの IP ならでは

のサービスが利用できます。「フレッツ・テレビ」では、

専用チューナーなしで安価に地上デジタル放送が視聴

できます。需要が集中する首都圏、関西圏などにおい

ては、「ひかり TV」と「フレッツ・テレビ」の両方を

提供することによりお客さまの選択肢を広げ、光の映

像サービス市場の拡大に取り組んでいます。

e ラーニング
　2009 年 11 月に立ち上げた「N-Academy」は、各

分野で活躍する著名人を講師として招き、講義映像

や SNS を活用して学習コンテンツを提供するネットス

クールです。サービス開始後、順次講座数を増やし、

2011 年 8 月末現在で約 100 コンテンツを提供してお

り、約 11,000 件の会員数を獲得しています。
2009年3月末 2011年3月末 2012年3月末

契約数

ひかりＴＶショッピング

ひかりＴＶどこでも
録画番組のマルチルーム
視聴対応（DLNA）

スマートフォン／タブレット
端末での視聴対応

約141万契約

約59万契約

3D対応コンテンツ
携帯からのリモート録画予約機能

LTE サービス「Xi( クロッシィ )」
　NTT ドコモは、「高速」「大容量」「低遅延」といった特長

を持った LTE サービス「Xi( クロッシィ )」を 2010 年 12 月

より東京、名古屋、大阪の一部地域から開始し、2011 年 7

月には全国主要 6都市 ( 札幌、仙台、金沢、高松、広島、福

岡 ) まで拡大しました。今後は、県庁所在地級都市へのエリ

ア拡大や、「Xi( クロッシィ )」対応のモバイルWi-Fi ルータや、

タブレット端末・スマートフォンなどの端末ラインナップの

充実を予定しており、2012 年 3 月期末には 100 万契約突破

を目指しています。

固定と移動の融合
　現在 90%以上の世帯で安定的に超高速通信が利用できる

「フレッツ光」や、既に全国展開済みの「FOMAハイスピー

ド」に加え、より高速な LTE の開始により、固定と移動のフ

ル IP ネットワーク基盤上にシームレスなサービスを提供で

きる環境が整ってきました。固定と移動の融合サービスとし

て、NTT グループでは、利用場所や通信回線を意識せずに最

適なブロードバンド回線を利用できるモバイルWi-Fi ルータ

や、「ひかり TV」のコンテンツを自宅のテレビに加えてスマー

トフォンなどでも視聴できる「ひかり TV どこでも」などを

提供しています。今後も、お客さまのニーズにお応えし、新

たな融合サービスの提供を加速していきます。

上位レイヤサービス・ソリューションビジネスの充実
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　また、2010 年 7 月より、株式会社アルクと提携し

「バーチャル英会話教室」をスタートさせました。オン

ラインの強みを活かした英会話学習環境を提供し、さ

らに実績あるアルクグループの語学レッスンノウハウ

を取り入れることで、効率的かつ確実に力がつく英会

話学習サービスを提供しています。

安心・安全・高信頼なNTT グループのクラウド
　NTT グループは、ネットワークや国内外データセン

ターなどの高品質なインフラを保有しており、それら

を活用した安全で高信頼なクラウドサービスの提供が

可能です。また、アプリケーション、プラットフォーム、

ネットワーク、端末を組み合わせ、システム導入から

運用、故障対応までトータルな ICT ソリューションを

ワンストップで提供し、お客さまが直面している事業

上の変化に、迅速かつ低廉な価格で応えていきます。

　NTT データは、官公庁・自治体・大規模企業を主なター

ゲットとして、これまで培ってきたシステム構築・運

用経験とコンサル力を活かし、パブリッククラウドか

らプライベートクラウドまでトータルに対応する企業

向け総合クラウドサービス「BizXaaS( ビズエクサース )」

を提供しています。

　NTT コミュニケーションズは、大規模・中規模企業

及び SaaS ビジネスを展開するソフトウェアベンダーを

主なターゲットとして、通信事業者としての独自のネッ

トワークを活かしお客さまの多様な要望に対応するク

ラウドサービス「BizCITY( ビズシティ )」を提供してい

ます。

　NTT 東日本・NTT 西日本は、NGN を利用した SaaS

を提供しており、ソフトウェアベンダーが「フレッツ・

ソフト配信サービス」を通じて提供する様々なアプリ

ケーションを月額制の料金で利用することができます。

さらにNTT 西日本は自治体、企業、医療・教育などの

コミュニティを主なターゲットとして、グループ各社

と連携し 2011 年 3 月に「Biz ひかりクラウド」の提供

を開始しました。

　NTT ドコモは、個人や企業のモバイルワーカーを主

なターゲットとして、外出先でもパソコンやタブレッ

ト端末で業務が行える「モバイルセキュアデスクトッ

プ」や、スマートフォンなどを利用して手軽に社内情

報の共有が可能となる「モバイルグループウェア」を

提供しています。

　NTT グループは、データセンター、ミドルウェア、ネッ

トワーク、認証・課金、運用力といった、グループ各

社の強みを組み合わせ、オールNTT として「社会基盤

としてのクラウド」の実現を目指していきます。

Sierとしてのクラウド展開 PaaS／IaaSをISVに提供 中小・SOHO市場へのソフト配信

NGN・モバイル網連携

中堅・中小企業向け
オフィスまるごとサービス

ミドルウェア・認証・課金

グリーンデータセンタ

大企業本社 支店 営業所 中堅・中小企業 SOHO／マス

認証・課金・回収代行

データセンタ・ホスティング

ソフト配信基盤（回収代行）

データセンタ・ホスティング

Web
メール

Web
メールERP

SaaS

PaaS

IaaS

ストレージ
Web会議 会計 年賀状

作成ソフト
オフィスまるごと
サービス
故障切分け
機器リモート
サポート など

商材連携 ソフト配信
サービス

ＩＴ資産管理

サポート

セキュリティ

複合機

PC

LAN
周辺 NW

音声
機器

データ
バックアップ

Arcstar Universal One、インターネット NGN

モバイル
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　2010 年 10 月、NTT は、 法 人向け ICT サ ー ビ ス

のグローバル展開に向け Dimension Data Holdings 

plc(Dimension Data) を買収し、エンドツーエンド、

かつグローバルワンストップで高品質なトータル ICT

サービスを提供できる体制を整えました。IT 設備の基

盤・運用・保守を、アジア・欧米・アフリカ・中東・

オーストラリアにおいて提供しているDimension Data

は、アジア・欧米にネットワークやデータセンターを

提供するNTT グループとは「エリアカバレッジ」「サー

ビスラインナップ」「顧客基盤」において理想的な補完

関係にあります。

　また、2010 年 12 月、NTT データは米国 IT サービス

企業Keane International, Inc.(Keane: 現在のNTT DATA, 

Inc.) を子会社化し、これまで強化してきたグローバル

な SAP サポート提供能力に加え、米国において包括的

な ITサービスを提供できるようになりました。一方で、

Keane は、NTT グループの持つ欧州・アジア拠点との

連携により、お客さまをグローバルにサポートできる

ようになります。

　これにより、アジア、欧州、米国に加えて、豪州、南米、

アフリカ、中近東なども含めたグローバルにワンストッ

プでトータル ICT サービスを提供できる体制を整えま

した。サービスラインナップとエリアカバレッジを充

実させることによって事業シナジーを発揮し、グロー

バル事業の成長を加速してまいります。

　さらに、これらを含めたNTT グループのグローバル

な経営資源のシナジーを強化することにより、顧客の

クラウド化などのニーズに応えるためのサービス力の

強化を目指します。

グローバル事業の構図

アジア 欧州 北米
豪州・南米・
アフリカなど

アプリケーション

カスタマイズ型 アジア
現地法人

パッケージ型
（SAPなど）

プラットフォーム

データセンタ NTT国際通信

ネットワーク アジア
現地法人

NTT
ヨーロッパ

NTT
アメリカ

BRICsなど
現地法人

オフィス ICT
（お客様拠点） 49ヶ国に拠点展開（アフリカ・中近東含む）

国内外の法人のお客

様からのエンドエンド、

グローバルワンストッ

プでの高品質なトータ

ルICTサービスニーズ

に対応
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M&Aでグローバル事業拡大を加速



30 

経営ビジョン・中期経営戦略と事業展開

経
営
ビ
ジ
ョ
ン
・
中
期
経
営
戦
略
と
事
業
展
開

アニュアルレポート2012より抜粋

　2012 年 3 月期の連結決算は、2期連続で増収増益を達成することができました。増収決算としては 2期連続、増益

決算としては 3期連続となりました。営業収益については、固定系が減収となりましたが、Dimension Data や NTT 

DATA, Inc. などの海外売上の増加が大きく寄与して、連結ベースでは 10 兆 5,074 億円となり、対前年で 2,024 億円の

増収となりました。営業利益については、1兆 2,230 億円となりました。NTT 東日本、NTT 西日本、及び NTT データ

が減益となった一方で、NTT ドコモや NTT コミュニケーションズが増益となったことにより、業績予想は未達成とな

りましたが、対前年では 81億円の増益となりました。

中期経営戦略に基づき、最先端のブロードバンド環境の構築と、それらを活用したサービスの創造やグローバルな

ビジネス機会の創出を推進してきました。その結果、事業構造改革が着実に進み、主要な指標は概ね達成する見込

みです。

2011(平成23)年度

光サービス収支の推移

–2,500

500

–500

–1,000

0

–1,500

–2,000

1,000

2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3

+417億円

▲889億円 ▲174億円▲1,542億円▲1,924億円

715億円の改善

653億円の改善
382億円の改善

591億円の改善

（年／月期）

（注）  2008年3月期および2009年3月期：特定電気通信役務以外の指定電気通信役務の数値
  2010年3月期以降：   特定電気通信役務以外の指定電気通信役務「FTTHアクセスサービ

ス」および「その他」の数値の合計

単年度黒字化
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世界の通信事業者のトップランナー
として構造改革を進めてきました
　事業構造改革については、ブロードバンドを基盤と

して IP 系サービスやソリューションをグローバルに展

開する事業構造に転換しています。2008 年 3月期には

連結売上高の 52%であった IP 系とソリューション事

業などが、2013 年 3 月期には 75%を占める見込みで

あり、世界の通信事業者のトップランナーとして構造

改革を進めてきました。

光サービスについては、目標通り 2012 年 3 月
期に黒字化を達成
　固定通信事業の核となる光サービスについては、

2012 年 3月期で黒字化を図ると宣言してきました。先

行投資を行ったため単年度赤字の状態が続いていまし

たが、顧客基盤の拡大に取り組んできた結果、目標通

りNTT 東日本、NTT 西日本とも黒字化を達成すること

ができました。

100 億 US ドルの売上目標を、2013 年 3 月期
を待たずに 1年前倒しで達成
　海外事業については、Dimension Data の M&A など

を含めて、ソリューションを中心に事業拡大を図って

きました。当初 2013 年 3 月期の目標だった海外売上

100 億 US ドルを 1年前倒しで達成しました。

中期経営戦略の進捗



31
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あらゆるビジネスモデルのお客さまを包括的な ICT サービスでサポート

世界経済の先行きが不透明感を増す中、多くの企業がさらなる成長を求めて、新規事業の開拓やグローバル化を加

速させ、同時にクラウドに代表される新サービスの展開もグローバル規模で加速しています。その中で、グローバ

ル企業は世界に分散し統合されていないシステムの管理や維持コストに懸念を持ち、一方で地場の企業は自社内の

リソースのみで最新のテクノロジーに精通することが困難になっています。また公共セクターは、複雑なシステム

の費用対効果の改善を迫られ、一方で住民の安心やプライバシー保護のために、災害時にもサービス提供が可能な

システムや最高レベルのセキュリティを要求されています。

世界中をカバーする経営リソースで、NTT なら
ではのサービスを提供

　NTT グループは、「サービスラインナップの拡充」「エ

リアカバレッジの拡大」を柱にグローバル事業を展開

してきました。そして、2012 年 3 月末現在において、

世界 69 ヵ国にわたり 1万を超える顧客基盤を形成し、

2012 年 3 月期の海外売上は 100 億 US ドルを超えま

した。また、データセンターのサーバルーム面積は世

界第 2位、海底ケーブルの総容量はアジアのトップ 3、

世界のトップ 10 に入っています。

　NTT グループは、ビジネスプロセス・リエンジニア

リング (BPR) などのコンサルティングから、ネットワー

クサービスやデータセンター、ICT インフラ、アプリ

ケーション、セキュリティや保守サービスを含めた一

括管理まで、お客さまニーズに合わせて全てのレイヤ

のサービスを一元的に提供できます。NTT のセキュリ

ティの高いグローバルネットワークとデータセンター

サービスはグローバル企業の ICT システム管理を最適

化し、包括的な ICT インフラのアウトソーシングサー

ビスは地場の企業を複雑なシステム管理から解放させ

ると同時に ICT 関連コストを削減します。またNTT グ

ループは、異なるロケーションのデータセンター間に

おけるデータバックアップにより災害時におけるお客

さまの事業継続を実現し、また最高レベルのセキュリ

ティにより自治体システムをサイバー攻撃から守りま

す。

　このように、NTT グループは充実したサービスライ

ンナップとエリアカバレッジを持ち、世界中の顧客基

盤に対して NTT グループならではのサービスを提供

し、2013 年 3 月期の海外売上は 130 億 US ドルを目指

します。

グローバルICT市場においてワンストップでサービスを提供

APP

NTTグループのグローバルビジネス

デバイス

アプリケーション

ICT インフラ

ネットワークサービス／データセンタ

通信事業者では
世界No.1の収益規模

多様なビジネスソリューションや
全てのレイヤでニーズに合わせた

ICTソリューションを、ワンストップで提供
   連結営業収益 

1,300億USドル超
   116億USドルの海外収益
   全ての大陸にわたり 

  45,000名を超える海外従業員
   69ヶ国に拠点を展開
   Fortune Global 100社のうち 

80%が顧客

   10,000社以上の海外顧客基盤
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アニュアルレポート2013などより抜粋

　2013 年 3月期は、2008 年 5月に策定した中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」に基づき、当連結会計

年度を計画の最終年度としてブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大に取り組み、2013 年 3 月期の NTT グループ

の営業収益は 10兆 7,007 億円 ( 前期比 1.8％増 ) となりました。また、営業費用は 9兆 4,988 億円 ( 前期比 2.3％増 ) と

なりました。この結果、営業利益は１兆 2,020 億円 ( 前期比 1.7％減 )、また、税引前当期純利益は１兆 2,011 億円 ( 前

期比 3.1％減 )、当社に帰属する当期純利益は、5,241 億円 ( 前期比 12.1％増 ) となりました。

　海外売上高は、前期比 6億ドルの増加となる 120 億ドル、法人売上高海外比率は 32%となりました。

　2012 年 11 月、中期経営戦略「新たなステージを目指して」を策定しました。「『グローバル・クラウドサービス』

を事業の基軸に」「ネットワークサービスの競争力を強化」を戦略の柱とし、「お客さまに選ばれ続ける『バリュー

パートナー』」へと進化を遂げることを目指したものです。そして、中期財務目標「2016 年 3月期までに EPS(1 株

当たり当期純利益 )60%以上の成長」の達成を目指し、企業価値の向上を図っています。

新たなステージ
　昨今、企業や個人の活動は、ますますグローバル化とクラウ

ド化が進展しています。こうした動きは、様々な新しい技術が「変

化の Enabler( 変化を可能にするもの )」となって、さらに大き

な変革へつながり、“Inter-Service” の世界である、「新たなステー

ジ」に向かうと考えられます。

　クラウドの世界へ移行していくにしたがい、ユーザはデバイ

スやOS( オペレーティングシステム )、画一的なインターフェー

スといった縛りから解放されていきます。つまり、どの企業の、

どのようなサービスを組み合わせて使うかをユーザ自身が選択

する時代になり、ユーザの選択肢は大きく広がっていくのです。

　NTT グループは、そのような変化の中で、多彩なサービスを

つなぎ、また、お客さまのニーズとサービスをつなぐことで、

お客さまに選ばれ続ける “ バリューパートナー ” となるべく、

自らを変革します。

　今回の中期経営戦略の基本的なコンセプトとして「プロバイ

ダーからバリューパートナーへ」を掲げました。NTTグループは、

従来のプロバイダーではなく「企業のビジネスモデルの変革を

サポートしていく」「個人のライフスタイル創造をサポートして

いく」バリューパートナーになることを目指します。

“ プロバイダー ”から “バリューパートナー ”へ

2012(平成24)年度

中期経営戦略「新たなステージを目指して」を発表
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　グローバルマーケットでは、今、大きな潮流の変化

が起こっています。情報処理機能は、ユーザデバイス

側からネットワーク側、ネットワーク側からユーザデ

バイス側へと、集中と分散を繰り返してきました。現在、

この集中と分散がさらに進み、究極の姿に行き着こう

としています。それがクラウドサービスであり、間違

いなくこれが主流となる時代に移行していくのですか

ら、NTT グループとしての成長の柱もグローバルマー

ケットとクラウドサービスを意識せざるを得ません。

　ユーザによるサービスの選択が自由であるクラウド

の世界では、ネットワークは単品ではなく、アプリケー

ションやプラットフォームとセットで販売されるよう

になります。これはネットワークの重要性が低下する

ことを意味するわけではありません。クラウドを支え

るインフラとしての重みはこれまで以上に高まってい

きます。高品質のサービスを提供していくためには必

要な投資を惜しみませんが、設備効率も追求していき、

ネットワークサービスの競争力を徹底的に高めていき

たいと考えています。

中期財務目標

収益構造の変化

　2012 年 5月に財務目標として中期的に 1株当たり当

期純利益 (EPS) を 60%以上成長させていくことを掲げ

ました。中期経営戦略でも引き続きこれを最重要指標

に定め、その達成を目指します。達成時期についても、

「2016 年 3 月期まで」と明確に設定しました。売上目

標、財務目標の中で特に欧米では ROE に着目されてい

ることは認識していますが、株主・投資家の皆さまと

対話を重ねる中で、1株当たり利益を目標化して高め

ていくことが企業価値を図るメジャーとして重要だと

考えました。そして、中期的なトレンドの中で伸ばし

ていくということを明確に示すため、単年度毎ではな

く中期的な指標として EPS の目標を設定することにし

ました。EPSは分子(当期純利益)と分母(発行済株式数)

を要素としているので、今後の利益のトレンドや自己

株式取得などいくつかのシナリオを検討し、最終的に

「60%以上の成長」という目標を設定しました。
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アニュアルレポート2013より抜粋

広範なカバレッジを有するプレイヤー
NTT グループのグローバルサービス

　NTT グループは、ネットワーク／データセンター

(DC)、マネージドICT、ソリューション／アプリケーショ

ンの各サービスを世界各地で展開しており、これらを

総合的に提供することを強みとしています。

(1) ネットワーク／DCサービス
　現在、160 の国／地域で、10,000 社以上のグローバ

ル企業ユーザに、IP-VPN などのデータ通信ネットワー

クや、インターネットアクセスなどのグローバルネッ

トワークサービスを提供しています。NTT グループは、

世界第 2位のグローバル IP バックボーン事業者です。

　また、お客さまの情報をお預かりするインフラであ

るDCは、ネットワークとともに、企業ユーザに ICTサー

ビスを提供する上で非常に重要な事業基盤です。世界

で、240 以上の DCを運用し、DCスペースを提供する

コロケーションや、機器等をスペースとセット提供す

るホスティングといったサービスを提供しています。

NTT グループは、世界第 2位のサーバルーム面積を保

有する事業者です。

(2) マネージド ICT サービス
　NTT グループは、ネットワークインテグレーション

(NI) や IT アウトソーシングなどのサービスをエンド

ツーエンドで提供しております。

(3) ソリューション／アプリケーションサービ
ス ( システムインテグレーション (SI) を含む )
　海外 34ヵ国・136 都市で、約 29,000 名の従業員が、

ITコンサルティング事業、システムインテグレーション

(SI) 事業、アプリケーションマネジメントアウトソーシン

グ (AMO)やビジネスプロセスアウトソーシング (BPO)な

どのアウトソーシング事業ならびに SAPや Oracle 等を

活用したアプリケーションサービスを提供しています。

　NTT グループは、ネットワーク／ DC、マネージド

ICT サービス、SI まで含めたフルラインナップを提供

できる体制を整えており、多くのグローバル企業と競

合する市場においてユニークなポジションにあります。

この強みを活かして、NTT グループはグローバル・ク

ラウドサービスによる成長を目指しています。海外の

NTT グループ各社は、サービス提供力や顧客基盤等を

相互に活用し、シナジー効果を発揮しています。

グローバル・クラウドビジネス推進体制

ユ
ー
ザ
企
業

R&D

アドバイザリー
サービス

移行
サービス

運用
サービス

マネジメント
サービス

アプリケーション
ソリューション

マネージド ICT

データセンタ
ネットワーク
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グローバル・クラウドサービスの強化
クラウドサービスの強化に向けた最近の取り
組み
　クラウドサービスの強化に向けて、2012 年 11 月に

米国 Centerstance を買収しました。同社は、企業の

業務プロセス分析や既存システムのクラウドへの移行

支援を専門とするコンサルティング会社です。セール

「グローバル・クラウドサービス」を事業の基軸に

72ヶ国に拠点、160の国／地域でサービスを提供

世界第2位の
データセンタ
事業者

AMERICAS EMEA APAC JAPAN TOTAL

拠点展開国数 6 49 16 1 72

データセンタ数 7 23 28 185 243

従業員数 11,000 17,000 23,000 176,000 227,000

（2013年3月末現在）

世界第2位の
IPバックボーン
事業者
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スフォース・ドットコムの数少ないプラチナパートナー

の 1社でもある同社の買収により、クラウドアドバイ

ザリー及びアプリケーション移行能力を強化すること

を目的としています。

　また、2013 年 6月には米国に本拠地を置き、マネー

ジド・セキュリティ・サービスを提供する Solutionary

と、同社の全株式を取得することで合意しました。ク

ラウドを中心とした ICT ビジネスの維持・拡大に必要

不可欠なセキュリティ・サービスを強化することによ

り、北米ビジネスをさらに推進します。具体的には、

Solutionary の持つ、セキュリティ・プラットフォーム

やセキュリティ・オペレーションの提供力、及び、セキュ

リティコンサルタントのリソースと、NTT グループの

インフラ、ネットワークからソリューションまでのトー

タル ICT ビジネスを組み合わせることにより、新たな

ビジネスモデルの創出を目指していきます。

　われわれは、競争力の源泉は、お客さまに選ばれ続

ける力だと考えています。NTT グループ全体のビジネ

スを「NTT」を用いて定義した「Next Value Partner for 

Transformation by Total Solutions」が示すように、サー

ビス・技術の差異化を通じて、お客さまのビジネスモ

デル変革をサポートすることにより、「信頼」を獲得し

ていきます。

NTT グループのクラウドサービスの差異化ポイ
ント
　NTT グループはアプリケーション、インフラ、ネッ

トワークまで網羅した視点でお客さまをサポートする、

唯一のグローバル・パートナーとして、お客さまの様々

なビジネス環境に対応できる包括的なクラウドサービ

スを提供していきます。

　われわれが提供するサービス・技術の主な差異化の

ポイントは以下の通りです。

既存 ITシステム アドバイザリーサービス　
ICTサービス

ICTマネジメント
先進国市場 新興国市場

アプリ
オンプレミス オフプレミス

アプリから
デバイスまで
トータルシステムの
見える化

セキュリティ
マネジメント

PF

インフラ

お客さまへの
価値訴求

業務分析とICTサービスを
組み合わせた提案

他社のサービスを含め、
柔軟で高品質な ICTサービスを提供

エンドツ－エンド、
かつセキュアな

ICTマネジメントを提供

ICT戦略パートナーとしてお客さまのビジネス変革をサポート

NTTグループのグローバルビジネスの展開

モバイル
NW

Wi-Fi 
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モバイルNW

グローバルNW

グローバルDC

Wi-Fi 

クラウド基盤　
グローバルDC

グローバルNW

業界横断的なPF

業務アプリをクラウド化

セキュリティ

標準化したクラウド等
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アドバイザリーサービス 移行サービス 運用サービス マネジメントサービス

       独立系ベンダとしてハード／
ソフトに対して中立性を担保

   移行検討にあたって既存 
レガシーシステムに対する 
偏重なし

         システムの各レイヤを横断 
した最適なアドバイザリー
サービスの提供

       既存システムからクラウド 
環境への移行をどのような 
環境においても実現

       業界トップクラスのセールス
フォース・ドットコムへの 
移行力

       既存環境および最新クラウド
技術の双方を深く理解し移行
サービスを提供

       利用するアプリケーションに最適な 
インフラ運用

       NTTパブリック／プライベートクラウドと 
お客さまクラウドのグローバルでシームレ
スな連携

          作業負荷、ロケーションに応じて最適化 
されたコストパフォーマンス

       最高レベルのネットワーク・セキュリティ 
およびインテグレーション専門知識

       製品化されているアプリケーションに対し
事前に最適にチューニングした環境を提供

       ネットワーク、インフラ、および
アプリケーションの統合モニタ
リングおよびマネジメント

       24時間365日世界中を 
カバーするサービス運用センタ
（SOC）、お客さまのニーズに 
応じてオンサイト、オフショア、
ニアショアを適切に活用
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アニュアルレポート2014より抜粋

クラウドサービスをフルラインナップで提供するNTT グループ

　NTT グループは、中期経営戦略「新たなステージを

目指して」において、「お客さまに選ばれ続ける “ バ

リューパートナー ” へ」をコンセプトとして掲げ、グ

ローバル・クラウドサービスをNTT グループの今後の

成長ドライバーと位置づけ、「2017 年 3 月期までに海

外売上高 200 億ドル」という目標を掲げました。

　クラウドサービスを構成するアプリケーション／ソ

リューションサービス、マネージド ICT サービス、デー

タセンター／ネットワークサービスの各レイヤにおけ

るサービスを、お客さまのクラウド移行に向けたアド

バイザリーサービスから、クラウド移行後のマネジメ

ントサービスまで、お客さまのニーズに合わせてフル

ラインナップで提供しています。

グローバル・クラウドビジネス推進体制

R&D

クラウドサービス

アドバイザリー
サービス

移行
サービス

運用
サービス

マネジメント
サービス

アプリケーション／
ソリューションサービス

マネージド ICTサービス

データセンター／
ネットワークサービス
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　情報通信市場では、光サービスや LTE サービス、Wi-Fi によるブロードバンドの高速化や、スマートフォン・タブレッ

ト端末などの様々な機器の普及とともに、ソーシャルメディアやクラウドサービスの利用が拡大しています。通信会社

だけではなく、様々なプレイヤーが市場に参入し、サービスの多様化や高度化が急速に進んでいます。

　このような事業環境の下、NTT グループは、2012 年 11 月に策定した中期経営戦略「新たなステージを目指して」に

基づき、グローバル・クラウドサービスの拡大及びネットワークサービスの競争力強化などに取り組み、営業収益は

10 兆 9,252 億円 ( 前期比 2.1%増 ) となりました。また、営業費用は 9兆 7,115 億円 ( 前期比 2.2%増 ) となりました。

この結果、営業利益は 1兆 2,137 億円 ( 前期比 1.0%増 )、また、税引前当期純利益は 1兆 2,942 億円 ( 前期比 8.1%増 )、

当社に帰属する当期純利益は 5,855 億円 ( 前期比 12.2%増 ) となりました。

2013(平成25)年度

「グローバル・クラウドサービス」の力強い成長
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NTT グループは、お客さまにより質の高いクラウドサービスをご提供するために、事業の「広がり ( フットプリン

ト及び事業領域の拡大 )」と「奥行き ( 提供能力 )」を強化するM&Aを行っております。

事業の「広がり」と「奥行き」のさらなる強化

直近1年間における主なM&Aの概要とその狙い

2014年
1月買収

2014年
2月買収

2014年
1月買収

2013年
12月買収

*

2014年
4月買収

2014年
1月買収

　米国のデータセンター事業者であるRagingWireを買収したことで、米国でNTTコミュニケー
ションズグループのサーバルーム面積が約20,000m2から 約43,000m2へ倍増しただけでなく、
RagingWireが持つデータセンターの効率的な設備設計・運用に資するノウハウを他のデータ
センターへ導入してまいります。

　ネットワークの仮想化技術に強みを持つVirtela Technology Servicesを買収しました。この買
収により、NTTコミュニケーションズの企業向けネットワークサービスの提供エリアは160ヶ国／
地域から196ヶ国／地域へ拡大しました。今後はVirtelaが持つ先進的・高効率な運用ノウハウを
活かして、さらに高品質で競争力のあるグローバルネットワークサービスを提供してまいります。

　フットプリントの拡大に向け、スペイン及び中南米主要各国における強固な事業基盤の獲得
及び上流から下流までの総合的なソリューション提供能力の強化を目的としてeveris Groupを
買収しました。同社はニアショア・オフショア開発拠点を有しており、価格競争力とサービス品
質の向上を図ります。

　北米で今後も高い市場ニーズの伸びが見込まれるSAP分野において高いスキルと豊富な経
験を持つOptimal Solutions Integrationを傘下に加えました。今後は公共・小売・流通業など
へのSAPサービスの提供にも事業領域を拡大していきます。

　欧州でユニファイド・コミュニケーションやコラボレーションサービスの技術に強みを持つ
NextiraOneを買収しました。同社の技術がDimension Dataの ICTサービス提供能力を強化す
るとともに、欧州でのより大きなマーケットシェアをもたらすものと考えています。

　米国で高度な ICTサービスを提供しているNexus ISを買収しました。この買収により、
Dimension Dataは西海岸と東海岸南部地域におけるプレゼンスを大きく向上し、米国全体の
事業規模を40%程度拡大するとともに、より専門性が高く幅広いサービスをお客さまに提供す
ることが可能になります。

* 2014年5月に「NTT DATA」へブランド統一済み
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アプリケーション／ソリューションサービス
　海外 41 ヵ国・175 都市で、約 42,000 名の従業員が、企業の情報システムの企画、設計、開発、構築、導入、保守、運用といっ
たシステムインテグレーション (SI) 事業やビジネスプロセスアウトソーシング (BPO) などのアウトソーシング事業ならびに SAP や
Oracle 等を活用したアプリケーションサービスを提供しています。

マネージド ICT サービス
　ネットワーク構築時の設計や通信機器の設定・設置といったネットワークインテグレーション (NI) から、ネットワーク稼動後の
監視・保守運用・IT アウトソーシング (ITO) に至るまで、幅広い ICT サービスをエンドツーエンドで提供しています。

データセンター／ネットワークサービス
　企業ユーザにクラウドサービスを提供する上で非常に重要な事業基盤であるデータセンターについては、われわれは世界トップ
クラスのサーバルーム面積を保有する事業者です。世界で 250 以上のデータセンターを運用し、データセンタースペースを提供す
るコロケーションや、機器等をスペースとセットで提供するホスティングサービスを提供しています。
　また、NTT グループは、196 の国／地域で、10,000 社以上のグローバル企業ユーザに、IP-VPN などのデータ通信ネットワークや、
インターネットアクセスなどのグローバルネットワークサービスを提供している、世界トップクラスのグローバル IP バックボーン
事業者です。

　NTT 研究所では、クラウド移行支援技術やセキュリティマネジメント技術など、付加価値の高い技術を磨き上げ、クラウドビジ
ネスの差異化を図っています。

ヵ
ヵ
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キャリアクラウドならではの強み
　グループ企業に通信キャリアを持つことは、数ある

クラウドベンダーと比較して大きな強みです。キャリ

アとしての既存資産である光ファイバーをクラウドに

シームレスに接続し、サービスのパフォーマンスや安

定性を一括管理できることはキャリアクラウドならで

はの優位性です。

　香港で NTT コミュニケーションズが運営している

データセンターは、日本と香港を結ぶ光海底ケーブル

を直接データセンターに接続することで東京－香港間

の信号の送受信速度を 0.001 秒短縮することに成功し

ました。株式売買などの超高速取引を行う金融業のお

客さまから非常に高評価をいただいており、今後の需

要の高まりに対応して現在の香港最大級の敷地面積を

2015 年にさらに拡大する予定です。

各レイヤのリーディングカンパニーによるトー
タルソリューション
　NTT グループは、アプリケーション／ソリューショ

ンサービス、マネージド ICT サービス、ネットワーク

／データセンターサービスの各レイヤにおいて産業ア

ナリストから世界トップクラスの高い評価を受けてい

ます。これら各レイヤのリーディングカンパニーであ

るNTT グループ各社が、サービス提供力や顧客基盤等

を相互に活用し、シナジーを発揮することで、グルー

プトータルのソリューション提供能力をさらに高めて

います。特にオンプレミス型プライベートクラウドと

パブリッククラウドを併用する「ハイブリッドクラウ

ド」のようなケースでは、プライベートクラウドとパ

ブリッククラウドの連携において各レイヤでの高度な

提供能力と各サービス提供会社間の連携が必要になる

ことから、アプリケーションからインフラまでフルラ

インナップでトータルソリューションを提供できるこ

とは大きな強みとなります。

R&Dによって進化するNTT のクラウド技術

クラウド移行支援技術

　オンプレミスからクラウドに移行するにあたり、企

業のお客さまは「どういった形態のクラウドに移行す

べきなのか」「移行手順はどうなるか」「安心・安全な

運用ができるか」など、様々なご懸念をお持ちです。

　このような状況に対し、お客さまのアプリケーショ

ンのプロファイル ( 現状 ) を分析し、クラウドサービ

香港ファイナンシャルデータセンター

 業界最高の品質水準であるTier Ⅳに対応した高い信頼性
 香港証券取引所のデータセンターに近接する理想的な立地に

  加え、高いセキュリティや低遅延ネットワークを具備
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リーダー・クアドラント
Gartner’s Magic Quadrant for Communications 
Outsourcing and Professional Services*

リーダー・クアドラント
Gartner’s Magic Quadrant for Global Network  
Service Providers**

世界トップクラス
（トラヒック量（Renesys社調べ））

世界トップクラス
（サーバルーム面積：42.5万m2（2014年3月末））

Salesforce.comの 
プラチナ・クラウド・ 
アライアンス・パートナー 

グローバル・クラウドビジネスにおける評価

データセンター

グローバルＩＰバックボーン

Dimension Data

NTT Group

NTT Communications

NTT Centerstance

NTT DATA
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オンプレミス
（お客さま拠点） 一連の移行手順を自動化

移行手順自動化
ソフトウェアスタックの
インストール自動化等

移行後のシステム監視

MYSql Customer DB MYSql Offerings DB Apache Web Server
Java Modules pHp Modules Linux

移行形態選択
アプリに適した移行先選択

アプリケーション移行自動化技術

各社のプライベート／パブリック／ハイブリッドクラウドへ移行
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ユニークな強みを有するNTT グループ～キャリアならではの強みを活かしたトータルソリューション～
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スへ移行可能なアプリケーションの選別やクラウド

サービスへの移行計画の立案を支援する技術、アプリ

ケーション移行自動化技術により、お客さまのご懸念

を解消できるサービスを提供しています。

世界トップクラスのセキュリティサービス
　クラウドサービスが社会に浸透するにつれて、クラ

ウドサービスを狙うサイバー攻撃の脅威も増していま

すが、NTT グループではその高いセキュリティ技術に

より、クラウドに預けたお客さまの大切な情報をお守

りします。

　NTT グループの SIEM(Security Information & Event 

Management) 基盤では、研究所が独自に開発した世界

最先端のログ分析技術とマルウェア対策技術を活用し

ており、従来は対策困難であった標的型攻撃などの長

期間にわたるサイバー攻撃やインシデントの兆候を早

期に検出し、防御します。

　今後も他社にはない検知ロジックの拡充を行い、進

化し続けるサイバー攻撃に対応できる差異化技術やノ

ウハウをサービスに反映させ、世界トップクラスのセ

キュリティレベルを維持していきます。

クロスセル受注 ( グループ連携による受注 ) の拡大
　グループ連携の促進やM&Aによるさらなる事業体制の強化により、IT イン

フラからアプリケーションまでグループトータルのソリューション提供能力が

大きく向上しており、クラウドや IT アウトソーシング (ITO) をトリガーとした

クロスセル受注が拡大しています。その結果、2014 年 3 月期のクロスセル受

注額は前期の 143 百万ドルから 700 百万ドルへと飛躍的な伸びとなりました。

　グローバルマーケットでのビジネス拡大や大型案件の受注が世界における

NTT グループのさらなる認知度向上をもたらし、グローバル企業との新たな取

引につながるという好循環となっています。

海外売上高
　2014 年 3月期の海外売上高はドルベースでは 122 億ドルとなりました。

　2017 年 3 月期の海外売上高 200 億ドルの目標達成に向けて、引き続きNTT 

DATA、Dimension Data、NTT コミュニケーションズを中心とした各社のオー

ガニックな成長に加え、M&Aによる事業の広がり ( フットプリント及び事業領

域の拡大 ) と奥行き ( 提供能力 ) のさらなる強化及びクロスセルのさらなる推

進により、2015 年 3月期の海外売上高は 150 億ドルを見込んでいます。

　法人売上高海外比率については、2014 年 3 月期は海外売上高が着実に増加

したことにより、前期比＋ 4.8 ポイントの 36.6% まで進展しました。2017 年

3 月期の法人売上高海外比率 50%以上の目標達成に向け着実に進展しており、

2015 年 3月期は 43.1%となることを見込んでいます。
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経営ビジョン・中期経営戦略と事業展開
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アニュアルレポート2014より抜粋

　2015 年 3 月期第 3四半期連結累計期間 (2014 年 4 月 1日～ 2014 年 12 月 31 日 ) において、NTT グループは、2012

年 11 月に策定した中期経営戦略「新たなステージを目指して」に基づき、お客さまに選ばれ続ける “バリューパートナー

"へと進化を遂げるため、グローバル・クラウドサービスの拡大及びネットワークサービスの競争力強化を推進しました。

この結果、当第 3四半期連結累計期間のNTT グループの営業収益は 8兆 1,825 億円 ( 前年同期比 2.0%増 )、営業費用

は 7兆 2,716 億円 ( 前年同期比 3.3%増 ) となりました。営業利益は 9,109 億円 ( 前年同期比 7.5%減 )、税引前四半期

純利益は 9,102 億円 ( 前年同期比 11.1%減 )、当社に帰属する四半期純利益は 4,499 億円 ( 前年同期比 7.1%減 ) となり

ました。

2014(平成26)年度

　2012年 11月に策定した中期経営戦略「新たなステー

ジを目指して」のもと、「グローバル・クラウドサービ

スの拡大」及び「ネットワークサービスの競争力強化」

を利益成長に向けた柱として取り組んでまいりました

が、2014 年 5月に次の取り組みとして「光コラボレー

ションモデル」を発表しました。

　これは、世界初の本格的な光アクセスの「サービス卸」

であり、これまで直接お客さまに提供してきた光アク

セスサービスを、幅広い業界の様々なプレイヤーに開

放する新しいビジネスモデルです。

　従来は、法律に定められた接続ルールにしたがい、

アクセス回線の機能を希望する事業者の方々にお貸し

してきました。それに対して「光コラボレーションモ

デル」では、コアネッ

トワークを含めた光

アクセスサービスを

パートナー企業の皆

さまに卸で提供する

ことになります。全

国をカバーする規模

での光アクセスの

サービス卸モデル

は、世界でも初めて

のチャレンジだと思

います。このモデル

により、NTT 東日本・

西日本による従来の B2C モデルは B2B2C モデルに軸

足を移していくことになります。

　「光コラボレーションモデル」は、自前主義へのこだ

わりを捨て多様な業界のプレイヤーに広く光アクセス

サービスを開放することにより、様々なパートナー企

業の皆さまとのコラボレーションにより新たなビジネ

スを創造し、NTT グループの持続的な企業価値向上と、

社会のさらなる発展につなげるものです。

　光アクセスサービスを「商品」としてではなく、あ

くまで「道具」と捉え、メインプレイヤーとしてビジ

ネスを展開する様々な業界の企業の皆さまをサポート

する「バリューパートナー」に徹することを目指して

います。結果として光ファイバー利活用の促進につな

がるものと考えています。

「光コラボレーションモデル」の発表
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　NTT は、公益財団法人東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会組織委員会 ( 以下東京 2020) との間で、

2020 年に開催される東京 2020 オリンピック・パラリ

ンピック競技大会を含む 6年間に及ぶオリンピック日

本代表・パラリンピック日本代表に関するパートナー

契約を締結し、国内最高位のスポンサーシッププログ

ラムであるゴールドパートナーの第 1号に決定いたし

ました。

対象サービス
通信サービス

対象会社
日本電信電話株式会社 (NTT)

東日本電信電話株式会社 (NTT 東日本 )

西日本電信電話株式会社 (NTT 西日本 )

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 (NTT

コミュニケーションズ )

株式会社NTT ドコモ (NTT ドコモ )

　東京 2020 が掲げるビジョンである「あらゆる多様

性を肯定した真の共生社会」は、ICT によって人と人、

日本と世界をつなげてきたNTT が目指す方向とも合致

しており、NTT はそうした社会の実現に向けて、東京

2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に参加し、

後世につながるレガシーの創造に寄与してまいります。

　NTT はこれまで、1964 年東京オリンピック、1972

年札幌オリンピック、1998 年長野オリンピック・パラ

リンピックにおいて、様々な通信サービスを提供して

まいりました。東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会では、急速な ICT の進化により、これまで

以上に利便性と同時に安全性が求められます。NTT は、

安心・安全・快適な大会運営に貢献することはもちろん、

グループの持つ通信・セキュリティ技術や国内外のサー

ビスインフラを活用し、“バリューパートナー ”として、

東京 2020 をはじめとした関係者、出場選手及び国内

外からのゲストの皆さまにこれまでにない最高のおも

てなしを提供すべく取り組んでまいります。

2014年度ニュースリリースより抜粋

　このように、NTT グループは、多種多様なサービス

が花開いていくような価値創造により、ICT 市場全体

が活性化し、それを通じて日本の社会的課題の解決や、

産業競争力強化に貢献していくことを目指していきた

いと考えています。

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会 　
ゴールドパートナー(第1号)に決定
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